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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
  「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と 

実施システム開発についての研究（１９ＧＣ１０１５）」 
（研究代表者：根本隆洋） 

総括研究報告書 
 

「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と 
実施システム開発についての研究」 

研究代表者 根本隆洋 
（東邦大学医学部精神神経医学講座 教授） 

  

研究要旨 

 本邦各地において「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」構築に向けての取り

組みが進められている。本システムを持続可能（sustainable）なものとするには、早期相

談・介入を当初から組み入れる必要がある。早期段階での対応により精神疾患の発症予防

や軽症化が期待され、また罹患した際においても早期の社会参加や社会復帰が可能となる。

このような、システムにおける「入口と出口」への対応により、システムの運用を機能的

にも保健医療福祉財政的にも、より現実的かつ理想的なものとすることができる。早期相

談・介入の社会実装においては、都市への人口や機能の集中、地方の人口や産業の減少、

少子高齢化、増加する在留外国人、経済的格差などの、「地域差・地域特性」を考慮した

提案が不可欠である。本研究の目的は、同地域包括ケアシステムの理念のもとで、わが国

の保健医療体制および行政システムの中で実施可能な、メンタルヘルスや精神疾患の早期

相談・支援の仕組みを提案することである。本研究をMEICIS（メイシス、Mental health

 and Early Intervention in the Community-based Integrated care System）と名付け

研究・実践を行ってきた。本邦の地域特性の典型と考えられる４か所のモデル地域（京浜

地区［大田区、横浜市鶴見区］、秋田県、東京都足立区、埼玉県所沢市）を設定し、その

特性を踏まえた具体的な早期相談・支援の体制の在り方を検討し、社会実装の可能性が高

く政策提言につながる取り組みを実践した。また、コロナ禍において、ICT（情報通信技術、

Information and Communication Technology）を利用した取り組みを一層推し進めた。

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」が、地域において有用で住民の理解・支

持を得た機能と仕組みになるためには、各地域の特性を十分に考慮した早期相談・支援体

制を実装することが必要である。同システムは、国連がSDGsに掲げる「誰一人取り残さな

い」という理念を共有するものであり、地域特性とも関連する多様（diverse）なニーズに

応え、利用しやすい（accessible）システムを、高い有効性と有用性が期待される早期段階

（mental health and early intervention）をその中心に据えて構築することが不可欠で

ある。 

 

研究・実践１．地域特性を考慮した早期相

談・介入モデルの構築 

 

1. A. 研究目的 

 研究の目的は、「精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム」のもとで、わが国

の保健医療体制および行政システムを踏ま

え実施可能な、メンタルヘルスや精神疾患

の早期段階からの相談・支援の仕組みを提

案・検証することである。 

地域包括ケアシステムにおいては、それ

ぞれの地域特性を十分に考慮する必要があ

る。本研究においては、本邦の典型を示す

複数のモデル地域を設定し、地域を問わず

利用できる手法とともに、地域特性を踏ま

えた具体的な早期相談・支援の体制を提案

し実施する。 
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（ⅰ）精神障害に対応した地域包括ケアシ

ステム 

 精神疾患の社会的損失が世界的に強調さ

れる中、本邦でも5疾病5事業として精神科

医療連携体制の構築が求められ、医療、障

害福祉、介護保険事業の3計画が連動し、重

層的な連携による「精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム」の構築が進められ

ている。本システムを持続可能（sustaina

ble）なものとするには、早期相談・支援を

当初から組み入れる必要がある。すなわち、

精神保健医療的な問題の早期段階での対応

により、メンタルヘルスの維持や精神疾患

の発症予防・軽症化が期待され、また罹患

した際においても、早期の社会参加や社会

復帰が可能となる（Kessler et al., 2005; 

根本ら, 2016; 根本ら, 2020）。このよう

な、システムにおける「入口と出口」への

対応により、システムの運用を機能的にも

保健医療福祉財政的にも、より現実的かつ

理想的なものとすることができる（図1）。 

 

 

図1 「精神障害にも対応した地域包括ケア

システム」への早期相談・支援の導入 

 

（ⅱ）早期相談・支援の社会実装 

 わが国の精神保健医療福祉施策は、入院

から地域ケア中心型への移行を推進してい

るが（Kida et al., 2020; 根本, 2020; Ne

moto et al., 2014）、サービスを地域で支

えていくには、上述のように、精神障害の

顕在発症もしくは重症化を防ぎ、高水準で

の社会包括を可能にする、早期介入の概念

を取り入れ実施する必要がある。その重要

性は世界的に広く認識され、研究から臨床

実践段階に移行している。世界各国で薬

物・心理的治療技法に関するガイドライン

が作成され、わが国においても「早期精神

病ガイダンス（日本精神保健・予防学会, 2

017）」が発表されている。一方で、サービ

スの提供体制については、保健医療福祉供

給の違いや精神障害に対する差別・偏見、

および文化・社会的背景の差異を考慮した、

わが国で実施可能なシステムの確立が求め

られている。 

 

（ⅲ）地域特性に対応した早期介入のシス

テム 

 早期相談・介入の社会実装においては、

都市への人口・機能の集中、地方の人口・

産業の減少、少子高齢化、増加する在留外

国人、経済的格差などの、「地域差・地域

特性」の考慮が不可欠である。これらを反

映するモデル地域を設定し、実践の中から

課題を抽出し対応策を検討することが欠か

せない。 

 

1. B. 研究方法 

 本研究をMEICIS（メイシス、Mental h

ealth and Early Intervention in the Co

mmunity-based Integrated care Syste

m）と名付け、地域の特性を踏まえた早期

相談・支援方法について研究・実践を行っ

てきた（図2）。 

 

 

図2 MEICISプロジェクトの実施体制 

 

①「ボーダレス」な広域都市圏では、多文
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化共生の推進を念頭に置き、今後も増加が

見込まれる在留外国人に関する検討・実践

を行った。加えて、構築がすでに進んでい

る「周産期メンタルヘルス」の地域ケアモ

デルの支援・推進も手掛けた（京浜地区、

研究代表者 根本隆洋、研究分担者 辻野尚

久）。 

②地方過疎地域では、遠距離・交通手段の

問題などによる、関係機関同士やそこへの

当事者のアプローチの困難に対して、遠隔

通信システムを用いた機関連携や技術支援、

当事者へのサービス提供を実践した（秋田

県、研究分担者 清水徹男）。 

③都市人口密集地域では、メンタルヘルス

のハイリスクである若年層をターゲットと

した相談機関を、若者が利用しやすい繁華

街に設置し地域連携の拠点とした（東京都

足立区、研究分担者 田中邦明）。 

④都市近郊地域では、程よい対象エリアの

広さや居住人口を考慮してアウトリーチを

取り入れ、公認心理師の役割の検討も踏ま

えて相談・支援を実践した（埼玉県所沢市、

研究分担者 藤井千代）。 

 各モデル地域の詳細は、分担研究報告書

を参照していただきたい。なお、研究の実

施にあたっては、倫理規約に則したプライ

バシーに関する守秘義務を尊重し、匿名性

の保持に十分配慮した。 

 

1. C. 研究結果 

①ボーダレス（広域都市圏）モデル（京浜

地区） 

京浜地区において多数および増加傾向に

ある在留外国人を対象に、早期相談・支援

について検討した。母国外に居住すること

は精神疾患の発症リスクになるが、外国人

の精神保健サービスの利用は少ない。その

ため、在留外国人に向けたメンタルヘルス

の早期相談・支援システムを構築すること

が必要である。 

令和3年度は、ボーダレスに関わる課題と

して在留外国人に関する取り組みを続け、

在留ラテンアメリカ人を対象とした心理相

談会を全国的にも開催し、135件の面談を実

施した。希望者には、その後もオンライン

で月1回の心理相談を継続している。相談会

を通じて、医療通訳の不足や医療機関にお

ける医療通訳の認知度の低さ、在留者コミ

ュニティ内の結びつきは強いものの地域と

の関わりは少なく相談先も周知されていな

いことなどが明らかとなった。 

また、在留ブラジル人高校生および日本

人高校生の計89名を対象に、民族的帰属意

識と異文化適応についての質問紙票調査を

行った。調査結果として、国際移住による

環境の変化やアイデンティティの揺らぎは、

メンタルヘルスに影響を及ぼしており、児

童においては母国語も日本語も十分に理解

できないことが、発達の問題や課題を複雑

にしていることが明らかになった。 

加えて、地域のネットワークの有用性を

検証する一環として、神奈川県鶴見区にお

ける周産期メンタルヘルスの地域ケアモデ

ルに関連した実践や検討を継続し、COVID

-19流行前と流行中に出産した女性を対象

としたメンタルヘルス比較調査を行った。

その結果、COVID-19流行前に比較して流

行中に出産した女性のほうが、有意に不安

が強かった。その要因として、感染するこ

とへの不安だけでなく、社会的サポートへ

のアクセス困難が考えられた。この結果に

ついて国際誌で発表を行った（Takubo et 

al., 2021）。 

 

②地方過疎地 ICT モデル（秋田県） 

秋田県は広大な山地と全国最大の人口減

少率で知られ、若年人口の流出も多く、ま

た全県が豪雪地帯に指定され、全国に先駆

けた深刻な地方過疎問題に直面している。

精神保健福祉窓口についても、公認心理師

や精神保健福祉士がほとんど不在である中、

保健師がその任に当たり、且つ相談業務は

自殺、引きこもり、依存症など多様化し、

対応が困難になりつつあり、相談業務の展

開における地域差も大きくなってきている。

従来型のサービス提供が今後さらに困難に

なる。 

秋田県のような地方において「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム」を構

築することは容易なことではない。広義の

精神障害者のうちでも、特に通常の医療に

はつながりにくいのは PNPCC（persons 

not properly cared in the community）で

ある。PNPCC については市町村が一次予
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防や相談支援の第一次窓口の役割を担うが、

多くの市町村はそれに対応する人材とノウ

ハウを持ってはいない。保健所は管内の市

町村を支援する役割を担う。しかし、保健

所も十分な人材とノウハウを有するわけで

はない。秋田県精神保健福祉センターは、

PNPCC への相談支援の能力・実績を活か

して保健所の「人材育成・体制整備による

ボトムアップ式の『にも包括』ケアシステ

ム構築支援」を目指した。 

令和２年度より保健所の依存症とひきこ

もりに対する相談支援の力を向上させるこ

とを図ってきた。具体的には、①当精神保

健福祉センターが保健所の相談支援に役立

つツールを開発し、その普及啓発のための

研修を行う、②センターの多職種チームが

保健所に赴いて保健所保健師が地域の相談

支援者と共に開催する事例検討会に参加し、

技術支援を行う、③保健所保健師とセンタ

ーをつなぐ ICT 会議システムを導入し、両

者の連携を強化する、の３事業をおこなっ

てきた。その結果、保健所のアルコール依

存症の相談支援についてこの事業の有効性

を示唆する成績が得られた。 

令和３年度にはこの保健所保健師の人材

育成・体制整備事業を「保健所保健師エン

パワメント事業」（以下、「エンパワメント

事業」と略す）と名づけ、「エンパワメント

事業」の有効性を確立するために、「エンパ

ワメント事業の有効性の実証」と「遠隔精

神保健の試み：Akita Mental health ICT 

Network (AMIN) の構築とその有用性の

検討」の 2 つの取り組みを行った（図 3）。 

 

 
図 3 ICT を活用したシステム（AMIN） 

 

ツールの提供、実践研修・ワークショッ

プの開催、出張事例検討会の開催、センタ

ーと保健所をつなぐ ICT システムの導入な

ど、さまざまな手段を用いた保健所の人材

育成・体制整備によるボトムアップ式の「エ

ンパワメント事業」は、保健所の依存症の

相談支援実績を確実に向上させることが実

証された。加えてこの「エンパワメント事

業」は、ひきこもりの相談支援実績をも向

上させることを示唆する成績が得られた。

また、AMIN を個人情報保護に配慮して事

例検討会にも安全に活用する方法を実現し、

「エンパワメント事業」を推進する上での

AMIN の有用性を示した。AMIN は、上記

ワークショップ開催に向けた打合せ、保健

所への技術支援、アルコール依存症支援者

ガイドブックの検証、などに有用であった。

地域の支援者を支援する機材を開発しその

普及を図るとともに、地域保健所における

事例検討を重ねることで、県精神保健福祉

センターと保健所等との連携の気運が高ま

った。 

 

③大都市対面型モデル（東京都足立区） 

令和元年 7 月、若年者に向けた早期相

談・支援窓口として「ワンストップ相談セ

ンター SODA 」（ SODA: Support with 

One-stop care on Demand for Adolescents 

and young adults in Adachi）を足立区内に

開設した。また、ウェブサイトの運営に加

えて、遠隔相談システムや SNS（Social 

Networking Service）を用いた相談や支援

も行った。さらに、令和元年 11 月に東京足

立病院の協力を得て北千住駅前に移転し、

実証的取り組みを行いながらサービスモデ

ルの更なる具体的構築を進めてきた。 

令和 3 年度は、地域のニーズを収集しな

がら実践活動やメディアでの普及啓発活動

を継続した。窓口の継続性・再現性につい

て、研究協力機関（東京足立病院）や自治

体との協議を重ねた。 

SODA のサービスモデルは、①若年者が

物理的・心理的にアクセスをしやすいよう

工夫を取り入れた窓口を地域に開く、②若

年者が困りごとを抱えた際にはどのような

内容でもまずは相談を受け付け、多職種チ

ーム（精神科医、精神保健福祉士、公認心

理師、保健師、看護師などから構成）が状

況を整理して、包括的なアセスメントを行
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う、③精神保健福祉士や公認心理師などが

担当のケースマネージャーとなり、一定期

間にわたり心理社会的支援を実施しながら、

適切な専門機関への橋渡しを行う臨床型ケ

ースマネジメントを実施する、である。こ

れらにより、地域における「ワンストップ・

ネットワーク」の構築を目指した。実装し

た早期相談・支援窓口は、相談利用者から

高い満足度が得られ、また地域の様々な関

係機関からも高いニーズが認められた。相

談・支援の実施により、低下していた全般

的機能に対して一定の改善効果が示唆され

た。窓口の維持継続、ならびに再現普及に

ついて検討や調整を進めてきた。これらの

取り組みについて、国際誌で発表した

（Uchino et al., 2022）。 

 

④都市近郊アウトリーチモデル（埼玉県所

沢市） 

所沢市で実施中の精神障害者アウトリー

チ支援事業においては、精神障害が疑われ

るが未治療である人、何らかの理由で治療

中断した人等、既存の精神医療福祉サービ

スでは対応が困難なケースへの支援を提供

している。チームは看護師、精神保健福祉

士、作業療法士、公認心理師、精神科医師

の多職種で構成されており、利用者のニー

ズに合わせて多様な支援を展開すること可

能である。精神疾患が疑われる未治療者や

治療中断者へのクライシス対応、必要に応

じて心理検査を活用したアセスメント、身

体面のアセスメント、就労支援や居住支援、

家族支援等の多岐にわたる支援を実施した。 

新規登録者 44 名について、3 年間の利用

状況の変化を検討したところ、「ひきこも

り」状況については、59％から 18%に減少

し、「治療中断・未治療」状況については、

59%から 18%に減少、「社会的役割継続の

問題」は 84%から 57%に減少していた。ま

た、支援導入後 1 年間の全体的機能の変化

を WHODAS2.0 で評価したところ、全７カ

テゴリースコアのうち、「認知」「セルフケ

ア」「他者交流」「日常生活（家庭）」「社会

参加」の 5 カテゴリーにおいて統計的に有

意な改善が認められた。 

 

1. D. 考察 

①ボーダレス（広域都市圏）モデル 

取り組みを通じて、在留外国人の中でも
移住先の国にルーツを持つ者は特に民族的
帰属意識が曖昧となり、メンタルヘルスの
不調を抱えやすいことが示された。本邦に
おいて同領域の医学研究は稀少で、実態の
解明は重要課題である。在留外国人とその
家族の増加により「外国につながる子ども」
が増加している。文部科学省の調査では、
日本語指導を要する子どもは 5 万人を超え、
2 万人の子どもが不就学の可能性があるこ
とが明らかとなっている。 
また、コロナ禍において産後女性の不安

が強まっていることを学術的に明らかにし、
ニーズに応じた地域支援体制とネットワー
ク構築の必要性が示された。 
本実践については、ブラジル大使館およ

び総領事館などからの協力も得られ、相談
会開催などについて同機関からコミュニテ
ィへの周知も行われ、全国各地で支援を展
開するネットワークづくりにも貢献した。 
 
③地方過疎地 ICT モデル 

AMIN を用いてセンターと保健所を結ん

だ遠隔事例検討会は、個人情報の保護につ

いて配慮しても対面の事例検討会と同様の

有効性をもつと考えられた。「エンパワメ

ント事業」の有効性を合わせて考えるなら

ば、AMIN は「エンパワメント事業」を推

進する上で大きな役割を果たすものと考え

られる。今回の研究では依存症とひきこも

りに焦点を当てて保健所保健師の相談・支

援能力を向上させる取り組みをおこなった

が、この取り組みは PNPCC に属する他の

メンタルヘルスの問題を抱える相談者に対

しても十分応用可能なものである。保健所

保健師のエンパワメントが進むことで市町

村の「にも包括」構築がより一層促進され、

質の高いものとなることが期待される。 

AMIN はセンターが日常的に行っている

相談・支援の対象を全県に広げることにも

有用である。遠隔地の相談者も支援者とあ

る程度ラポールがついた段階からは AMIN

を利用して遠隔精神保健相談に移行するこ

とが可能になる。 

コロナ禍の元、外出が躊躇される事態が

生じたが、そのような際の相談・支援にも

AMIN を用いて一部の相談を継続できた。

その中には依存症の回復プログラムに参加

中の相談者が含まれていた。 

また、当センターは COVID-19 の際の一
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般県民、罹患者、宿泊療養者、在宅療養者、

クラスター発生の施設従業者などからの相

談・支援にも対応した。今後、COVID-19

に限らずさまざまな新規感染症が世界中で

流行することが予想されている。AMIN の

ような遠隔精神保健のツールはそのような

際にも重要な役割を果たすものとなるだろ

う。 

 
②大都市対面型モデル 

SODA の取り組みは、諸外国で有用性が

示されている「ワンストップ・ケア」の本

邦における新たな試みである。早期に医療

機関に援助希求することの少ない、精神疾

患診断水準の若年者や診断閾値下のメンタ

ルヘルス不調者に対して、SODA が専門支

援・治療への「入り口」として機能するこ

とが示された。 

早期相談・支援窓口を地域で維持するた

めの継続的な経済基盤・人的資源の確保、

組織の位置づけに関する検討を継続し、そ

のなかで、自治体施策への提言なども行い、

早期相談支援サービスの普及とその実務を

担うために、令和 3 年 9 月に東邦大学医学

部精神神経医学講座が主体となり一般社団

法人 SODA を開設した。埼玉県川口市の若

年者早期相談・支援事業の公募に応募し、

令和 4 年 3 月に法人として同事業を受託し

た。6 月の相談事業所開設に向けた準備を

行っている（図 4）。 

 

 
図 4 川口市「若年者早期相談・支援事業」 

 

早期相談・支援の実現において重要と考

えられる「保健と医療の連続した対応」に

は、医学的な見立てや対応が必須であり、

既にある医療機関の人材資源や地域連携の

基盤を活用することが現実的である。

SODA のようなサービスを他地域で展開す

るにあたっては、人材・連携基盤を持つ地

域の民間・公的医療機関の協力を得ること

で可能となると考えられる。具体的な運用

方法に関しては、SODA で行っている早期

相談・支援のノウハウを取りまとめる。ま

た、それらを習得できるような手引きを公

開し、それを用いた研修会を開催する。ま

た、同様のサービス実施に積極的な機関に

対し、全面的な技術支援も行う。ただし、

今後の継続的な社会実装のためには、サー

ビス運営に関わる経済的基盤などの支援の

整備が必要であると考えられる。 

 
④都市近郊アウトリーチモデル 

精神障害者アウトリーチ支援事業におい

ては、サービスの新規導入時は利用者本人

のみならず家族状況など心理社会的背景を

含めニーズアセスメントを徹底し、チーム

内で全ケースレビューを行うこと、定期的

な支援の見直し、既存サービス提供機関と

の積極的な連携などにより、望ましい転帰

につながったものと考えられる。 

既存の医療福祉サービスのみでは対応困

難なケースに対し、市町村が主体となって

アウトリーチ支援を提供することは、精神

障害にも対応した地域包括ケアシステム構

築を推進するうえでも重要であり、今後全

国の市町村に同様の取り組みが普及するこ

とが期待される。 

 

研究・実践2．早期相談・支援につながるI

CTを用いた地域資源情報検索ウェブサイ

トの作成 

 

2. A. 研究目的 

悩みや問題を抱えた人が専門的な相談窓

口に繋がるには、まず相談機関の情報を知

ることが欠かせない。悩みを抱えていると

気付きながらも相談に繋がらない場合、多

くはスティグマが関与していると考えられ

る。しかし、それ以前に「どこに相談すれ

ばいいのかわからない」「相談機関の利用

方法が分からない」という情報の不足が理

由となる場合も少なくない。相談の際には、

近隣の相談機関をネットで検索、あるいは
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自治体のホームページ（HP）から情報を得

る場合も想定される。しかし、自治体のHP

では、基本的に機関名、対応時間、電話番

号という基本情報は掲載されているが、ど

のような相談が可能なのかが明示されてい

ないことが多い。また、自治体によっては

生活面の情報は豊富であるものの、メンタ

ルヘルスに関する機関の情報が少ない場合

も散見される。自治体のHP以外の既存の相

談機関の検索サービスでは、若者を対象に

絞ったものや、高齢者を対象に絞ったもの

等、全ての年齢が対象とは限らないものも

見られる。その他、医療機関や福祉サービ

スの検索システムであれば詳細な情報を得

られるものが多いが、他の領域の検索は行

うことができない。一方で、あらゆる領域

にわたって検索できるサービスは、利用の

仕方によっては検索後の相談機関数が多す

ぎるため、情報の取捨選択が困難になるこ

とが予想される。 

そこで本研究では、相談機関利用の際に

生じうる上記の情報の獲得の問題を解消す

べく、相談機関の利用方法等の基本的な情

報や、取り扱っている相談内容を示した社

会資源マップの作成に着手した。老若男女

が利用でき、対応可能な相談内容が分かり

やすく、地域に密着したあらゆる領域の相

談機関が検索できるマップの作成を目指し

た。 

 

2. B. 研究方法 

現状において、医療機関の情報検索は可

能ではあるが、利用者目線に立った表示方

法や内容は十分でない。精神医療保健福祉

に関する諸資源につき、検索、受診・相談

案内などに容易に結びつく情報検索システ

ムが必要である。 

相談機関は、まず研究の拠点である大田

区より選択した。その上で、何らかの悩み

を抱え、且つ、まだどこにも相談にかかれ

ていない人が相談できる第一選択になるよ

うな機関を選んだ。加えて、子どもから高

齢者まで、そしてあらゆる悩みに対応でき

るよう、多領域から相談機関を抜粋した。

掲載情報については、相談機関を利用しや

すくなるような情報を掲載した。具体的に

は、相談機関名、電話番号、対応時間の他

に、相談形態、対象者、相談できる内容、

アクセス等である。 

 

2. C. 研究結果 

「MEICISメンタル相談室」を作成し、2

022年1月に公開した（https://sodan.meici

s.jp/）（図4）。当該検索サービスでは、研

究対象地域ごとに、相談内容の領域を合わ

せて検索が可能である。現在検索可能な地

域は大田区、および鶴見区における周産期

メンタルヘルスに関するものである。 

 

 

図4 MEICISメンタル相談室ウェブサイト

（https://sodan.meicis.jp/） 

 

本サイトにおける相談内容の領域（大田

区）としては、「こころとからだの相談」

「子どもの相談」「虐待」「子ども（未就

学児）の発達が気になる」「子どもの非行」

「女性相談・男女平等」「配偶者からの暴

力（DV）」「犯罪被害」「人権相談」「労

働相談」「高齢者の相談」の11領域として

きた。相談内容の領域を具体例とともに示

しているため、各機関でどのような相談が

できるのかをイメージがしやすい仕様とな

っている。さらなる利便性の向上のため、

相談内容の領域の整理を適宜行っている。
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具体的には、相談ニーズが高まっていると

思われる、「発達障害」や「在日外国人の

方の相談先」という領域の追加も行った。 

 

2. D. 考察 

京浜地区における情報検索システムの構

築プロセスを中心に据え、システムにおけ

る相談機関情報の取得（機関の選択や許諾）

や提示方法（相談者目線に立ったユーザー

インターフェイス, user interface, UI）の

ノウハウを得た。それらを今後の各地での

「にも包括」や早期相談・支援の構築に役

立てることができる。このようなウェブサ

イト作成の過程や利用者のフィードバック

情報から、早期相談・支援を求めるユーザ

ーの目線に立った表示方法や有用な内容に

関する情報を得ることができると考えられ

た。 

 

 

E. 総括的結論 

本研究成果の行政的意義として、「精神障

害にも対応した地域包括ケアシステム」に

おいて、早期相談・支援の概念とサービス

の導入および実装が必須であることが明ら

かとなった。若年者のメンタルヘルス問題

には、精神保健医療福祉分野のみならず、

行政・民間を含めた多領域に跨る対応が求

められ、これを実施せしめる施策が必要と

考えられた。 

また、「精神障害にも対応した地域包括

ケアシステム」の主体は市区町村であるが、

そのためには市区町村の精神保健を支える

保健所などのエンパワメントが、特に地方

部において欠かせない。多職種チームを有

する都道府県の精神保健福祉センターが、

ICT を用いることで保健所を様々に支援で

きることが実証された。ICT は遠隔精神保

健の有用な基盤であるといえる。その基盤

を生かすためには、各保健所が精神保健福

祉センターに求めるニーズを全国的に明ら

かにしていくことが必要である。ニーズが

明確でなければ容易には繋がらないと考え

られた。 

また、コロナ禍で足踏みしたものの、今

後再び在留外国人は増加していくことが見

込まれる。本研究から、若年の在留外国人

がメンタルヘルスの不調を抱えながらも適

切なサービスにアクセスしていないことが

明らかとなり、精神保健医療サービスを在

留外国人にも対応した形に整えることが重

要であることが示された。様々なニーズに

対して、アウトリーチの活用も検討されう

る。 

相談機関の情報周知においては、相談カ

テゴリーや対応できる相談の具体例の設定、

機関の詳細情報の掲載という、ユーザーイ

ンターフェース（UI）を考慮した構成がモ

デルになると考えられる。 

今後、市区町村が主体となり構築してい

く「精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム」において、地域特性を考慮した早

期相談・支援の仕組みを導入し実装してい

くことは、同システムを有効・有用に、そ

して持続可能に運用するために不可欠であ

るといえる（図 5）。 

 

 
図 5 地域特性に応じた早期相談・支援サ

ービスの導入 

 

足立区サイトでは、若年者の集中する大

都市部に、若者に特化した相談・支援窓口

を社会実装した。メンタルヘルスの不調を

含む多種多様な困難に対応可能な、専門支

援・治療の「入り口」は、地域におけるニ

ーズが非常に高く、その普及が望まれる。

実際的な運用に関しては、行政と民間の協

力のもと、地域特性に応じて既存の社会資

源を有効に活用する必要がある。 

秋田県サイトでは、地域特性を考慮した

有用なツールの開発とその使用法の講習、

多職種チームが保健所に出向いて行う事例

検討会などが、保健所と県センターとが繋
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がるニーズを生み出すものであることを明

らかにした。ニーズが顕在化すると、ICT

を活用した事例検討開催の要望が保健所か

ら県センターに出されるようになる。遠隔

精神保健を含む両者の連携の進展により、

保健所の支援能力は確実に向上するものと

考えられた。 

所沢市サイトの活動を通じて、アウトリ

ーチ支援チームが保健・医療・福祉を含む

包括的なケースマネジメントに寄与するこ

とが示され、その「手引き」の作成と配布

の必要性が示された。 

在留外国人のメンタルヘルス施策におい

て、ニーズにあったサービスを提供し実践

していくためには、年代や地域による特性

だけでなく、民族的帰属意識をも考慮した

検討を行うことにより、多様な背景をもつ

在留外国人との共生社会を着実に築くこと

ができると考えられた。 

また、悩みを抱えた人が早期に相談に繋

がるためには適切な情報収集が必要だが、

「MEICIS メンタル相談室」のような地域

に根差し、かつ UI を考慮したシステムが、

今後の参考になると考えられる。 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム」は、国連が SDGs に掲げる「誰一

人取り残さない」という理念を共有するも

のであり、地域特性とも関連する多様

（diverse）なニーズに応え、利用しやすい

（accessible）システムを、高い有効性と有

用性が期待される早期段階（mental health 

and early intervention）をその中心に据え

て構築することが不可欠であると、本研究

は結論付ける。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし。 
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合う」ということ. 予防精神医学 6 (1) ：1

-2, 2022 

6. 根本隆洋：統合失調症（初回エピソード）.

 今日の治療指針2022年版（Volume 64） 

1076-1078. 医学書院, 東京, 2022 

 

２．学会発表 

1. 根本隆洋，岩井桃子：派遣留学生のメン

タルヘルス. 第19回日本旅行医学会大会, 

東京（Web）, 2021/04 

2. 根本隆洋：ハイリスク状態（ARMS）に

対する早期介入の社会実装に向けて―MEI

CISプロジェクトから. 第15回日本統合失

調症学会, 富山（Web）, 2021/04 

3. 根本隆洋, 内野敬：シンポジウム75 Aft

er/with COVID-19における学校を取り巻

く環境変化と精神保健の在り方 コロナ禍

における若者に向けたメンタルヘルス相談

―SODAの取り組み―. 第117回日本精神

神経学会学術総会, 京都, 2021/09 

4. 山口英理子, 小野坂益成, 川下貴士, 岩

井桃子, 田久保陽司, 丸山昭子, 三浦左千

夫, 水野雅文, 辻野尚久, 根本隆洋：全国の

在留ブラジル人を対象としたメンタルヘル

ス相談会を通して. 第117回日本精神神経

学会学術総会, 京都, 2021/09 

5. 内野敬, 小辻有美, 飯田さとみ, 青木瑛
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子, 塩澤拓亮, 辻野尚久, 藤井千代, 清水徹

男, 水野雅文, 田中邦明, 根本隆洋：大都市

部における若年者早期相談・支援窓口の実

践―ワンストップ相談センターSODAの取

り組み. 第117回日本精神神経学会学術総

会, 京都, 2021/09 

6. 田久保陽司, 辻野尚久, 根本隆洋：妊娠

中の女性のメンタルヘルスと表情認知機能

障害の関連. 第20回精神疾患と認知機能研

究会, 東京（Web）, 2022/02 

 

３．その他 

1. 内野敬：メンタルのこと、あれっと思っ

たら早めに相談しませんか？―精神疾患の

早期支援に関する最近の話題―. 東京都 

令和3年度若者社会参加応援事業登録団体

交流会, 足立区, 2021/07 

2. 根本隆洋：防災とこころのケア 職員の

こころのケア. 令和3年度大田区官学連携

人材育成講座, 大田区（Web）, 2021/09 

3. 根本隆洋：防災とこころのケア 避難者

のこころのケア. 令和3年度大田区官学連

携人材育成講座, 大田区（Web）,  2021/0

9 

4. 根本隆洋：精神障がい者のリカバリーと

それを支える医療について. 精神障がい者

と家族のための市民公開講座, 東京（Web）,

 2021/11 

5. 内野敬：思春期のメンタルヘルスと精神

疾患の基礎を知り、早めの相談につなげよ

う～コロナ禍における学校のメンタルヘル

ス～. 東京都 都立学校における専門医派

遣事業（精神科）講演会, 新宿区, 2021/12 

6. 根本隆洋：精神障害にも対応した地域包

括ケアシステムにおける早期相談・支援の

実装と早期段階でのルラシドンへの期待. 

一般社団法人東京精神神経科診療所協会W

eb例会/第70回精神科外来薬物療法研究会, 

東京（Web）, 2021/12 

7. 根本隆洋：若者のメンタルヘルス～足立

区におけるSODAの取り組み～. 令和３年

度 多摩区精神保健福祉連絡会議 講演会, 

川崎市多摩区（Web）, 2022/01 

8. 根本隆洋：地域包括ケアシステムにおけ

る精神科早期介入の導入と実践. 千葉県精

神神経科診療所協会共催Web学術講演会, 

Web, 2022/01 

9. 山口英理子：メンタルヘルスから見る在

留外国人との共生社会. Web市民公開講座

～メンタルヘルス～, 東京（Web）, 2022/

03 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 なし。 

２．実用新案登録 

 なし。 

３．その他 

 商標登録：1件取得（商標：SODAが202

1年7月1日に登録された。登録第6409677

号）。 
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ry 30: 995-1001, 2015. 
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 et al: Lifetime prevalence and age-of-

onset distributions of DSM-IV disorder

s in the National Comorbidity Survey 
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3. Kida H, Niimura H, Nemoto T, et a
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es contributes to good cognitive functio

n outcomes in ling-term hospitalized p

atients with schizophrenia spectrum di

sorder: A 15-year follow-up study with

 group-based trajectory modeling. Psyc

hiatry Clin Neurosci 74: 105-111, 202

0. 

4. 根本隆洋：統合失調症をめぐる精神科医

療の変化―病院から地域、そして早期介入

へ―. 臨床精神医学 49: 195-202, 2020 

5. 根本隆洋、馬場遥子、舩渡川智之：精神

疾患の予防と早期治療アップデート 初回
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エピソード統合失調症.  精神医学  58： 5

63 -570, 2016. 

6. 根本隆洋、水野雅文：統合失調症の早期

段階の診療. 講座 精神疾患の臨床 統合失

調症. p94-102. 中山書店, 東京, 2020 

7. Nemoto T, Niimura H, Ryu Y, et a

l: Long-term course of cognitive functio

n in chronically hospitalized patients 

with schizophrenia transitioning to co

mmunity-based living. Schizophr Res 1

55: 90-95, 2014. 

8. 日本精神保健・予防学会. 早期精神病の

診療プランと実践例－予備的ガイダンス20

17 (Treatment Plans and Implementati

on for Early Psychosis: Preliminary Gu

idance 2017). http://www.jseip.jp/top/doc
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
  「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施シス

テム開発についての研究（１９ＧＣ１０１５）」 
（研究代表者：根本隆洋） 

分担研究報告書 
 

「外国人にも対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施システ
ム開発についての研究」 
研究代表者 根本隆洋 

（東邦大学医学部精神神経医学講座 教授） 

  

研究要旨 2020年度に引き続き、在留外国人を対象としたメンタルヘルス相談会を実施し

た（①）。「日系人」という固有のアイデンティティを持つ外国人を対象として、集住地

域である東海地方各地で対面相談会を実施し、オンラインでの相談会も併用した。延べ142

件の相談が寄せられ、世代によって抱える悩みに特徴があることが明らかとなった。 

また、日系ブラジル人高校生および日本人高校生を対象として、精神的健康度と民族的帰

属意識、援助希求行動に関するアンケート調査を行った（②）。この結果、日系ブラジル

人高校生は精神的健康度が低く、援助希求も乏しいことが分かった。多文化共生社会に向

けて、今後増加が予想されている外国人のメンタルヘルスをサポートするため既存の精神

保健サービスを更改し、実装と運用の評価を行う必要がある。 

 

① 在留ラテンアメリカ人のメンタルヘル

ス相談会 

 

Ａ．研究目的 

2019年、11万人の外国人が居住する京浜

地区において、地域の基幹病院として機能

している3病院（東邦大学医療センター大森

病院、川崎市立川崎病院、済生会横浜市東

部病院）でカルテ調査を実施した1)。2016

年からの3年間に精神科を受診した外国人

を対象に、国籍、言語、通訳の利用、診断

などを調査したところ、京浜地区の外国人

は人口の約4.4%だが、全患者のうち外国人

患者は1.4%に留まった。また、日本におけ

る在留外国人は20歳代と30歳代が多いが、

本調査で精神科に受診をしている外国人は

40歳代と50歳代が多い結果となった。厚生

労働省による日本人の精神疾患患者の年齢

別分布と比較しても、成年前期の外国人の

受診は少ない。人口比率よりも患者人数の

比率が低いことから、成年前期の外国人の

受療率が低いことが示唆された。 

本結果を踏まえて、外国人が適切に医療

機関を受診できていない要因を明らかにし

ていくために、メンタルヘルスの問題の具

体的な内容と、各地域における特性を実地

調査する必要があると考え、2019年より在

留外国人を対象とした心理相談会を実施し

ている。在留外国人の中でも、特に移住先

の国にルーツを持つものは帰属意識が曖昧

で、よりメンタルヘルスの不調を抱えやす

い2)ことから、対象を日系人の多いラテンア

メリカ人とした。 

 

Ｂ．研究方法 

愛知県、三重県、岐阜県といった東海各県

には自動車工場が多く、約12万人のブラジル

人が生活している3)。ラテンアメリカ人はコミュ

ニティ内での結びつきは強いものの地域との

関わりが少なく、これがレジリエンスを高めてい

る一方で地域との関わりが乏しい。東海地方

では、多文化共生センターやNPO法人に所

属する日本人サポーターたちが入管局と連携

して地域で暮らす外国人とのつながりを作る取

り組みを行っており、2019年7月に12の団体

で「外国人支援・多文化共生ネット」を立ち上

げた。我々は2021年3月より参加し、定期的に

在留外国人の暮らしの実情と課題を共有し、

入管局に政策提言を行うなど密なつながりを

保っている。 
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これら地域のNPOと、1991年から日系ラテ

ンアメリカ人の支援を行っているNPO法人MA

IKEN（理事長：三浦左千夫）、および松蔭大

学看護学部（教授：丸山昭子）と連携し、月に1

回各県で相談会を開催した(図1, 図2)。 

健康相談、生活相談、法律相談やフードパ

ントリーと心理相談を併設して相談会に訪れる

垣根を下げ、またホームページやSNSでの開

催告知や各地のコミュニティのリーダーに個別

に連絡し周知している。相談会は無料で開催

し、個人ごとに仕切られたブース内で医師、心

理師が面談を行う。日本語話者ではない相談

者には通訳が同席し、希望者には月1回のオ

ンライン面談を継続している。県を超えて地域

のサポーターと連携することで、2020年度より

相談会回数、参加人数ともに増加させることが

できた。 

 

図1 三重県亀山市での相談会 

 

図2 10代以下の相談者には、プレイセラピ

ーを通して話しやすい雰囲気を作りながら、

自然に悩み事や不安を話してもらう。 

 

Ｃ．研究結果 

図3に結果を示す。2022年2月までの相談

者数は、延べ142名であった。相談者の7割は

女性であった。男性は工場や外国人の多い職

場で悩みを相談することができるが、女性は同

じ悩みを抱える者と関わる場所が乏しく、援助

希求先情報を得ることが難しい環境であること

に起因していた。また8割は通訳を要した。 

 

図3 

彼らが直面する問題は年代別にも異なる。

10代の相談者の多くは親の都合で来日し、

言葉や文化の違いに戸惑って「学校になじ

めない」と感じ、不登校や引きこもりにつ

ながった結果「居場所がない」「気持ちが

落ち込む」「相談できる大人がいない」と

孤独や孤立を抱えていた。学校や家庭以外

にも同じ環境の仲間と気兼ねなく交流でき

るよう、2022年5月より三重県鈴鹿市では1

0代の在留外国人が気軽に訪れることので

きる居場所作りを予定している（名称未定）。 

次に、30代の相談者はほとんどが女性で、

子どもの発達の心配が多くを占めた。子ど

もの発達や関わり方について相談したいと

思っても、「相談先の情報がない」「通訳

を頼む先がわからない」など、相談先や方

法に関する情報が乏しいことが伺えた。オ

ンライン相談を継続しながら、地域のサポ

ーターと連携し継続して相談できる先を確

保し、必要な場合は専門医療機関に受診の

予約をした。 

40代以降の相談者では、「仕事がみつかり

にくい」「持病で病院にかかる必要がある

がお金がない」といった経済的な問題が目

立った。メンタルヘルスの問題は、心理的

な障害のみならず経済的、社会的な問題と

複雑に交絡して生じており、相談者と優先

順位を整理しながらひとつひとつ解決する

ことが求められる。NPO法人や多文化共生

センター職員とパイプを作り、自治体や役
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所に相談しながら、随時進捗に合わせた問

題解決を提起することとした。 

Ｄ．考察 

本調査を通して、すべての年齢の相談者が

適切なソーシャルサポートに関する情報を知る

機会がなく、サポートを受けることができていな

いことが明らかとなった。同様に、すべての年

代で悩みを相談する先も確立していなかった。

区役所などと連携して情報を周知するだけで

なく、当事者たる外国人を手助けする力のある

地域のサポーターを養成することが求められる。

当事者と通訳、通訳と医療機関や通訳と役所

といった2者間だけでなく、3者の相互コミュニ

ケーションをスムーズにする役割を担う地域の

サポーターが増えることが、在留外国人との共

生社会を構築するのに必要なキーといえる。 

そこで、2022年1月より、地域のサポーター

を対象とした精神科専門通訳養成講座を試験

的に開催した。講座は、第1回「こころの病気

について」、第2回「医療通訳について」、第3

回「いろいろな精神保健サービス」、第4回「地

域のサポーターのみなさんへ（総集編＋児童

思春期の発達について）」、の全4回に分けて

行い、精神障害および精神保健サービスにつ

いてサポーターの理解を深める取り組みを行

った。本講座の成果については今後評価す

る。 

 

Ｅ．結論 

 心理相談会を通して、在留ラテンアメリカ人

の抱える問題は年代によって特色があることが

明らかになった。今後はそれぞれのニーズに

合ったサービスを実装・運用しながら、実態調

査を続け、よりよりシステムの構築を目指す。 

 

②在留ブラジル人生徒及び日本人生徒にお

けるメンタルヘルスと異文化適応との関連

についての研究 

 

A. 研究目的 

国際移住は、異文化への適応の難しさや言

葉の壁が存在すること、しばしば経済的あ

るいは社会的な資源を十分に受けられない

ことをはじめとした、さまざまなストレス

を伴う4)。 

国際移民では精神障害による死亡率が増加

する5)、という報告や、Ethnic minorityの

自殺率は12.1%6)という報告があり、移住に

伴う社会・経済的地位の低下、移住国の友

好的態度の欠如、移住に先立つ心傷体験、

移住先社会への低い同化、social careの不

足、母国への民族同一性の弱さ、などが精

神障害のrisk factorとして指摘されてきた。 

なかでも、移住先の国にルーツをもつ人々

の帰属意識は極めて特殊で、アイデンティ

ティのゆらぎや、抑うつ傾向を示すことが

示唆されている2),7)。日本にルーツを持つ外

国人たちは「日系人」と呼ばれ、世界中に

約400万人が居住しているといわれている

が、正確な人数や分布はわかっていない。

日本に暮らす約20万人のブラジル人のほと

んどが日系人であるが、彼らと日本人の精

神的健康度を比較した研究はこれまでない。

そこで、日系人というオリジンが帰属意識

にもたらす影響、および精神障害との関連

に着目し、日系ラテンアメリカ人を対象と

した精神的健康度および援助希求行動、民

族的帰属意識について調査し、同地域の日

本人と比較することとした。 

初発の精神疾患の未治療期間は、世界平均

が9か月であるのに対して本邦は平均21か

月であり、医療につながりにくいことが大

きな問題となっている8)。精神疾患の予防や

早期介入は、社会機能や認知機能といった

QOLを大きく左右することは広く知られて

おり9）、本邦でも精神疾患における医療ア

クセスの向上は急務の課題である。精神疾

患の好発年齢である中学生、高校生を対象

としてメンタルヘルスの健康度を調査する

ことで、精神疾患の発症の予防や早期介入

につなぐことが可能となる。 

また、思春期の若者は精神的なストレスを

感じた際や希死念慮が生じた際、助けを求

める援助希求行動をとることが少ないこと

が報告されている10）。適切な援助希求が行

えないことは、自傷や自殺など重大な結果

につながることがある。援助希求行動につ

いて調査すると同時に、中学生・高校生が

メンタルヘルスに悩みを抱えた際、相談し

やすい機関や相手を調査することで、サポ
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ートする側である医療者や学校教諭がどの

ようなアプローチをするべきか、具体的に

知ることができる。 

 

B. 研究方法 

群馬県にあるブラジル人学校の高校生26名

と、同地域の日本人学校の高校生70名に対

し、2021年11月、12月、2022年3月にアン

ケート調査を実施した。対象者全員の保護

者に対して、事前に学級担任から家庭に案

内をしたうえで研究説明文書を郵送し、研

究の参加に同意しない保護者は、「同意し

ない」に印をして学校に返送してもらい、

拒否の機会を保障した。日本語を解さない

保護者および生徒にはポルトガル語に翻訳

した文書を使用し、言語に配慮した。 

参加者は、生徒本人から研究への理解と同

意が得られたものとし、すべての回答は無

記入で行った。 

はじめに、年齢、性別、国籍、日本移住年

齢、同居の家族と働いているもの、両親の

国籍、家庭生活の質問（「家に車はありま

すか」「おこづかいはもらっていますか」）、

学校生活の質問（「学校で友達との関係に

悩むことがありますか」「学校に行きたく

ないと思ったことはありますか」）につい

て記載してもらい、続いてGeneral Help-S

eeking Questionnaire11）、WHO-5J12)、K

essler Psychological Distress Scale (K6)、

The Multigroup Ethnic Identity Measu

re13）、ヤングケアラースケール14)を用いて

それぞれ評価した。 

本調査は東邦大学医学部倫理委員会の承認

を得て実施している。 

 

C. 研究結果 

日本人生徒のうち、研究への参加に同意を

したものは63名で、日本国籍ではない1名を

除外した。ブラジル人生徒のうち研究への

参加に同意をしたものは26名で、帰属意識

について複数回答した1名は除外した。あっ

た。年齢、性別は両群で差はなく、ブラジ

ル人生徒のうち2名は二重国籍であった。帰

属意識について、日本人生徒は全員が「自

分は日本人だと思う」と答えたのに対し、

ブラジル人生徒のうち「ブラジル人だと思

う」と答えたものは22名で、3名は「日本人

だと思う」と答え、有意な差を認めた(p<0.

001)。 

WHO-5J、K6では、ブラジル人生徒群の平

均がそれぞれ11.12(SD=4.64)、8.77(SD=5.

24)とどちらもカットオフ値を超え、日本人

生徒群と比較して有意な差を認めた(p<0.0

01, Cohens’d=1.08 / p=0.001, Cohens’d=

0.93)。General Help Seeking Questionn

aireでは、どちらの群も援助希求をしにく

いという結果になった。援助希求をする対

象について、家族や友人など身近な相手をI

nformal resources、電話相談や専門家受診

などの公的な機関への相談をFormal reso

urcesとし、両群を比較したところ、ブラジ

ル人生徒群ではInformal resourcesに対し

より援助希求をしないという有意な差が得

られた(p<0.001, Cohens’d=0.87)。 

The Multigroup Ethnic Identity Measu

reでは、両群において、精神的健康度との

明らかな相関はみられなかった。どちらの

群にもヤングケアラーが存在した。 

 

D. 考察 

 本調査の結果から、ブラジル人生徒群は

同地域、同背景の日本人生徒群と比較して

有意に精神的健康状態が不良で、心理的ス

トレス反応を感じていることが明らかとな

り、移民が精神障害のリスクであることを

示唆した先行研究と同様に、「日系人」で

ある外国人もメンタルヘルスの問題を抱え

ていることが示された。 

家族内の結びつきが強いとされるブラジル

人だが、ブラジル人生徒群は身近な相手に

対してより援助希求をしないという結果と

なり、単家族での来日のため親族が遠方で

あることや、経済的な理由から両親が共働

きの家庭がほとんどであり、家族内で悩み

を打ち明ける機会が少ないことが考えられ

た。またどちらの群に対しても、援助希求

することをすすめ、悩みを相談できる公的

機関の整備をするといったアプローチが必

要であるといえる。 

 本調査では民族的思考と精神的健康度の
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相関は明らかではないが、今後対象者を増

やし、さらなる検証を進める。 

 ヤングケアラーについては、民族性と教

育の違いから、概念のとらえ方の違いがあ

ることが分かった。ブラジルでは、両親に

代わって家事をしたり兄弟の面倒をみたり

することはごく一般的に行われており、ヤ

ングケアラーとはみなされない風潮がある。

これらの文化的背景も踏まえた、より踏み

込んだ調査を今後予定する。 

 

E. 結論 

 日系ブラジル人高校生において、精神的

健康度は低いことが明らかとなった。今後

は調査対象者および地域を拡大して、彼ら

のメンタルヘルスに影響を及ぼす因子につ

いて検証を進める。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
  「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施シス

テム開発についての研究（１９ＧＣ１０１５）」 
（研究代表者：根本隆洋） 

分担研究報告書 
 

Akita Mental health ICT Network (AMIN)の構築に向けて 
研究分担者 清水徹男 

（秋田県精神保健福祉センター 所長） 

  

研究要旨 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム（「にも包括ケアシステム」）構築

は、我が国の地域精神保健の喫緊の課題である。しかし、広大な面積を擁し過疎と人口減

少に悩む秋田県のような地方で「にも包括ケアシステム」を構築することは容易なことで

はない。広義の精神障害者のうちでも、特に通常の医療にはつながりにくいのは PNPCC

（persons not properly cared in the community）である。PNPCC には、頻回措置入院者、

長期入院者、未治療・治療中断者、依存症、ひきこもり、自殺ハイリスク者などが含まれ

る。PNPCC については市町村が一次予防や相談支援の第一次窓口の役割を担うが、多くの

市町村はそれに対応する人材とノウハウを持ってはいない。保健所は管内の市町村を支援

する役割を担う。しかし、保健所も十分な人材とノウハウを有するわけではない。秋田県

精神保健福祉センター（以下、センター）は、当センターの持つ PNPCC への相談支援の

能力・実績を活かして保健所の「人材育成・体制整備によるボトムアップ式の『にも包括』

ケアシステム構築支援」を目指す。 

我々は、令和２年度より保健所の依存症とひきこもりに対する相談支援の力を向上させる

ことを図ってきた。具体的には、①当精神保健福祉センターが保健所の相談支援に役立つ

ツールを開発し、その普及啓発のための研修を行う、②センターの多職種チームが保健所

に赴いて保健所保健師が地域の相談支援者と共に開催する事例検討会に参加し、技術支援

を行う、③保健所保健師とセンターをつなぐ ICT 会議システムを導入し、両者の連携を強

化する、の３事業をおこなってきた。その結果、保健所のアルコール依存症の相談支援に

ついてこの事業の有効性を示唆する成績が得られた。 

令和３年度にはこの保健所保健師の人材育成・体制整備事業を「保健所保健師エンパワ

メント事業」（以下、「エンパワメント事業」と略す）と名づけ、「エンパワメント事業」の

有効性を確立するために二つの研究を行った。研究①：「エンパワメント事業」の有効性の

実証、研究②：遠隔精神保健の試み：Akita Mental health ICT Network (AMIN) の構築

とその有用性の検討。 

研究①の結果、ツールの提供、実践研修・ワークショップの開催、出張事例検討会の開

催、センターと保健所をつなぐ ICT システムの導入など、さまざまな手段を用いた保健所

の人材育成・体制整備によるボトムアップ式の「エンパワメント事業」は、保健所の依存

症の相談支援実績を確実に向上させることが実証された。加えてこの「エンパワメント事

業」は、ひきこもりの相談支援実績をも向上させることを示唆する成績が得られた。また、

研究②により、AMIN を個人情報保護に配慮して事例検討会にも安全に活用する方法を実

現し、「エンパワメント事業」を推進する上での AMIN の有用性を示すことができた。 

 

 

研究① 「エンパワメント事業」の有効性

の実証 

 

1Ａ．研究目的 

令和２年度には地域精神保健の要となる

保健所の精神保健担当保健師（以下、保健
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所保健師と略す）の人材育成・体制整備を

図るために、以下の事業を行った。①セン

ターの多職種チームを保健所で開催される

依存症の事例検討会に派遣する、②センタ

ーの多職種チームを保健所で開催される出

張ひきこもり事例検討会とひきこもり巡回

相談に派遣する、③アルコール依存症の相

談支援に役立つツール、すなわち、当事者

向けの「秋田版アルコール依存症回復支援

プログラム ASAT-A: Akita version SAT 

for Alcoholics」(以下、ASAT-A と略す)、

及び支援にあたる保健所保健師向けの「ア

ルコール依存症―支援者のためのガイドブ

ック」を保健所保健師らと共に開発（いず

れも令和元年度）し、その普及を図るため

のワークショップを令和２年度より全県３

カ所で開催するなどである。 

令和２年度末においてもわずか１年未満

の事業展開であったが、保健所の依存症相

談件数には変化が見られた。すなわち、相

談件数のうち実人数の増加は見られなかっ

たが、延人数の顕著な増加が見られた。こ

のことは、保健所のアルコール依存症の相

談・支援において、単なる振り分け対応に

とどまらず継続的支援が行われるようにな

ったことを示唆するものである。令和３年

度にはこの保健所保健師の人材育成・体制

整備事業を保健所保健師エンパワメント事

業」（以下、「エンパワメント事業」と略す）

と名づけた。 

本研究の目的は、①アルコール依存症の

相談支援について、「エンパワメント事業」

の有効性を検証すること②ひきこもりの相

談支援における「エンパワメント事業」の

有効性を予備的に検討することである。 

 

1Ｂ．研究方法 

アルコール依存症相談支援 

保健所保健師向けの「アルコール依存症

―支援者のためのガイドブック」が好評で

保健所保健師以外の支援者向けのガイドブ

ックへの要望が多数あった。そこで令和３

年度には全ての支援者に向けセンターと実

績のある相談支援機関の支援者が協力して

「アルコール依存症―相談支援機関のため

のガイドブック」の作成に着手し、令和４

年３月に完成した。 

令和３年度にも昨年度に引き続き、当セ

ンターが開発した ASAT-A と支援者のため

のガイドブックの活用を図る支援ツール活

用ワークショップを開催した。ただし、

COVID-19 の感染拡大のため全県の支援者

を対象に Web 形式での開催として 55 名の

参加を得た。その内容は、支援ガイドブッ

クの説明（作成途中の相談支援機関向けの

ガイドブックプロトタイプ）と、ASAT-A

について講演、実技（デモンストレーショ

ンとロールプレイ）である。 

また、令和３年度にはアルコール依存症

に関する出張事例検討会をAMINによる遠

隔開催で 2 回（うち１回はハイブリッド、

すなわち、保健所を会場としてセンターの

多職種チームと保健所保健師らが対面で、

自助団体は AMIN で遠隔参加）保健所とセ

ンター及び自助団体を繋いで行った（9 月：

大館、10 月：由利本荘、1 月：横手はコロ

ナ感染拡大で保健所が忙殺され中止）。 

 

ひきこもりの相談支援 

ひきこもりの「エンパワメント事業」と

して、下の表に示すように、県内の保健所

にセンターの多職種チームを派遣して５回

のひきこもり巡回相談と３回の出張ひきこ

もり事例検討会を開催した。なお、管内と

あるのは保健所とその管内の市町村や社協

などが参加したことを示す。加えて、大館

保健所とセンターを AMIN で繋いで Web

ひきこもりミニ事例検討会を開催した。 

令和３年６月には、ひきこもりの相談・

支援ガイドブック（支援者向け及び家族向

け）を発行し、各保健所と全市町村並びに

地域社協に提供した。県内３カ所（県北：

能代保健所 34 名、中央：由利本荘保健所 

23 名、県南：湯沢保健所 14 名）で開催し

た秋田県ひきこもり相談支援連絡協議会の

際にその紹介を行い、参加者には相談支援

ガイドブックを配布した。 
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1Ｃ．研究結果 

① アルコール依存症の相談支援に関する

「エンパワメント事業」の効果検証 

図１に保健所における依存症相談件数

（実人数）、図２にその延べ人数の年次推移

を示した。ツールの普及を図るワークショ

ップを開催し始めた令和２年度にはアルコ

ール依存症の相談件数（実人数）は前年度

に比べて微増にとどまったが、延べ人数は

著明に増加した。令和３年度には相談件数

は令和２年度に比べ実人数、延人数ともに

顕著に増加した。 

 

 

 

 

 

② ひきこもり相談支援に関する「エンパワ

メント事業」の効果の予備的検討 

ひきこもり相談支援に関する「エンパワ

メント事業」のスタートは令和３年６月以

降であったので、この事業の効果を検証す

るためには期間が不十分である。しかし、

図３に示したように、令和３年度の保健所

におけるひきこもり相談件数は令和２年度

に比べ、実人数には微増、延べ人数には明

らかな増加が見られた。 

 

 

 

1D. 考察 

アルコール依存症の相談支援に関する

「エンパワメント事業」の効果は令和２年

度以上に令和３年度において大きかった。

特に、令和３年度には相談数が実人数につ

いてもかなり増加したことは、保健所保健

師が新たな相談に積極的に対応することを

反映していると思われる。推測ではあるが、

保健所保健師が継続支援の手応えを実感す

ることができたために、アルコール依存症

に関する相談・支援について持っていた「苦

手意識」が軽減したことがこの結果に結び

ついたのではないか、と考えられる。この

流れを持続するためには今後も出張事例検

討会や支援ツール活用ワークショップを毎

年開催する必要がある。なぜならば、保健

所保健師の平均在任期間が約３年と短く異

動が頻繁であるからである。 

 わずか半年の事業展開でひきこもりの相

談支援に関する「エンパワメント事業」の

効果を検討するのは困難である。しかし、

アルコール依存症の相談支援に関する「エ

ンパワメント事業」の１年目すなわち令和

２年度に見られた変化とよく似た変化、す
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なわち、実人数の変化に比べて延べ人数の

顕著な伸びが生じていることは、期待を持

たせるものである。「エンパワメント事業」

を通じて、保健所保健師がひきこもりの相

談支援についても、継続支援の重要性を認

識してくれたことを期待したい。 

今後も、巡回相談や出張事例検討会を通

じて保健所保健師とセンターの互いの顔が

見える連携を深め、共通のツールを用いて

ひきこもりの相談支援にあたることを通じ

て保健所保健師の「エンパワメント」を図

りたい。 

 

1E．結論 

本研究では PNPCC のうちでも、その数

が多く、保健所保健師が苦手意識を持つこ

との多いアルコール依存症と、ひきこもり

の相談支援に焦点を当てて保健所保健師の

エンパワメントを図る実証研究をおこなっ

た。 

その結果、「エンパワメント事業」はアル

コール依存症の相談支援には確実に有効で

あり、ひきもりの相談支援についても有望

であることが示された。 

この「エンパワメント事業」は依存症と、

ひきこもりの相談支援にとどまらず、

PNPCC に属する他の精神障害のそれにも

応用可能なものと考えられる。センターと

保健所保健師の顔の見える連携体制が既に

整い、センターが保健所の技術指導・援助

を日常的に行える基盤が「エンパワメント

事業」の産物として実現していること、お

よび、PNPCC のような困難事例について

必要な「継続支援」（伴走型支援）の姿勢が

保健所保健師に定着していることがその理

由である。 

 

研究② 遠隔精神保健の試み：Akita Ment

al health ICT Network (AMIN) の構築

とその有用性の検討 

 

２A．研究目的 

県に一つしかないセンター単独で広範な

面積を持ち交通網が未整備な豪雪地帯であ

る秋田県の地域精神保健をカバーすること

は不可能である。したがって、地域精神保

健はもっぱら各保健所の精神保健担当保健

師（以下、保健所保健師）が担っている。

また、保健所は圏域の市町村の実情をよく

把握しているので、市町村の精神保健を担

う職員や、市町村から委託を受けて相談支

援にあたる社協などの組織、医療機関など

との間の連携をコーディネイトできる立場

にある。ただし、各保健所の精神保健担当

者は２−４名の保健師のみであり、その平均

在任期間は３−４年に過ぎない。それに対し

センターには保健師（４人うち非常勤２人）

に加えて精神科医師（１人）、心理師（２人）

が配置されている。すなわち、センターは

全県で唯一の精神保健に関する多職種チー

ムを擁している。従って、地域精神保健の

向上のためにはセンターと保健所保健師の

間の連携が不可欠である。 

センターは、これまでセンター多職種チ

―ムを各保健所に派遣し、事例検討会や巡

回相談などに参加することで両者の連携を

深めてきた。その結果、保健所保健師のセ

ンターに対するニーズは高まり、多職種チ

ーム派遣の要請が増えてきた。ただし、広

い面積を持ち交通網が未整備な秋田県の実

情のもとで特に冬季にセンター多職種チ―

ムが頻回に各保健所に赴いて事例検討会な

どに参加し、技術指導・援助を行うことは

難しい。 

しかし、ICT を用いれば遠隔地の保健所

との連携事業においても多職種チームがセ

ンターから参加することが可能になる。令

和２年度には、県内３カ所の保健所と自助

団体のまとめ役を果たす精神保健福祉士に

各 1 台、並びにセンターに 3 台のタブレッ

ト型端末を貸与し、安全性が担保されたポ

ケット WiFi と会議システムを用いた双方

向性の遠隔事例検討会を試験的に行った。

その結果、遠隔事例検討会は十分に可能で

あるという手応えを得た。 

それを踏まえて令和３年度には県内の８

保健所の全て（秋田市保健所を除く）に同

様のタブレット型端末とポケット WiFi を

貸 与 し 、 Akita Mental health ICT 

Network (AMIN)を構築することとした。
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本研究の目的は、①AMIN による遠隔事例

検討会を安全に行うための条件の探求、②

AMIN を用いた遠隔事例検討会の有用性の

検討、③その他の AMIN の活用法の検討、

④その他の ICT を用いた遠隔精神保健活動

の有用性の検討である。 

 

2B. 研究方法 

① AMIN による遠隔事例検討会を安全に

行うための条件の探求 

 事例検討会は個人情報を扱うので、その

保護がなされることが遠隔事例検討会を開

催するための必要条件である。個人情報を

守るためのハード面の条件とソフト面の条

件を検討する。そのために個人情報保護法

のもとで行われている各種の事例検討会に

おける個人情報の取り扱いを参考にして実

現可能な遠隔事例検討会の開催の条件を検

討した。 

 

② AMIN を用いた遠隔事例検討会の有用

性の検討 

AMIN を用いて令和３年９月開催の大館

保健所とセンターを結んだWebひきこもり

ミニ事例検討会と、２回の Web 依存症事例

検討会（9 月：大館保健所、10 月:由利本荘

保健所）について、その実施状況と効果に

ついて検討した。10 月の由利本荘の検討会

はセンターのチームが由利本荘保健所に出

向き、自助団体の代表が AMIN で参加とい

うハイブリッド形式をとった。令和４年１

月には横手保健所でもWeb依存症事例検討

会が予定されていたが、残念ながら、保健

所がコロナ対策で忙殺されたため中止とな

った。 

 

③ その他の AMIN の活用法の検討 

センターではひきこもり相談支援センタ

ーを運営している。当事者のグループのた

めの SST を毎月開催している。令和３年度

にはそのうちの３回を、AMIN を用いて開

催した。また、ひきこもり当事者との個別

面接の一部も AMIN を用いて行った。その

実際と効果について検討する。 

 

④ その他の ICT を用いた遠隔精神保健活

動の有用性の検討 

AMIN ではないがセンター職員が講師と

して参加した研修やセンターが運営した会

議について、その実情と有用性を検討する。 

 

2C. 結果 

①AMIN による遠隔事例検討会を安全に行

うための条件の探求 

 複数の支援者が一堂に会して支援対象と

なる個人や世帯について情報を共有し、よ

り良い支援に向けて連携することを目的と

する事例検討会は非常に有用である。ただ

し、事例検討会の際には個人情報の取り扱

いに十分配慮する必要がある。支援対象者

本人の同意のもとに本人の同席を得て事例

検討会が開催されるのが理想であるが、多

くの場合それは現実的ではない。本人の同

意を得ることができない場合の事例検討会

における個人情報の保護に関する基準には

明確なものはないのが現状である。 

ところで、「地域包括ケアシステム」で規

定されている地域ケア個別会議における個

人情報の保護については、長寿社会開発セ

ンターによる「地域ケア会議運営マニュア

ル」（2013）がある。以下にその一部を抜粋

する 

「地域ケア会議では、個人情報を含んだ個別

ケースを扱う場面が数多く存在します。個人情

報に対しては、適切な対応をとる必要がありま

すが、個人情報を気にするあまり関係者間で

の情報共有が満足に図れなくなると、支援内

容の検討はもとより、支援が円滑に運ばなくな

ることが懸念されます。そのような事態を招か

ないために、個人情報保護法等をベースとし、

市町村が地域包括支援センターと協力しなが

ら、地域ケア会議における個人情報の取り扱

いについての基本的な方針を定め、周知する

ことが大変重要です。 

  その際、地域ケア会議に限らず、関係者間

での個人情報の扱いに関する意識を高めるこ

とが望まれます。個人情報の取り扱いに関する

基本的な方針を取りきめる際は、いわゆる「過

剰反応」についても考慮し、個人情報保護条

例を適切に解釈・運用することが求められます。
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「過剰反応」とは、社会的な必要性があるにも

かかわらず、法の定め以上に個人情報の提供

を控えたり、運用上作成可能な名簿の作成を

取り止めたりするなどの行為を指します。 以

上のことを踏まえ、市町村または地域包括支

援センターが収集した個人情報について、本

人の同意が無くとも、収集した目的の範囲を超

えて外部に提供できる場合は、以下の 3 点が

存在します。 

   1、法令の定めがある場合 

     高齢者虐待に関しては、当該高齢者の

生命又は身体に重大な危険が生じている場合

は、発見者には通報義務が課されています。

また、児童虐待についても同様です。このよう

な場合には関係機関に対し、必要な個人情報

を提供することが不可欠になります。 

   2、本人の利益を守ることが優先される場

合(緊急時) 

     本人の生命や財産の危機等に対しては、

個人情報の保護よりも、本人の利益を守ること

が優先すると考える必要があります。「行政機

関の保有する個人情報の保護に関する法律」

の第 8 条第 2 項第 4 号「本人以外の者に

提供することが明らかに本人の利益になると

き」には目的外に利用できることが明確に定め

られています。また、個人情報保護法の第 23 

条 1 項第 2 号「人の生命、身体又は財産の

保護のために必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難であるとき」には、個人

情報取扱事業者は個人情報を第三者に提供

していいとされています。 

   3、個別の条例による場合 

     市町村の個人情報保護条例の中に、第

三者提供が可能な場合を明示することにより、

収集の目的を超えた利用が可能になります。

人同意に基づき情報提供することができま

す。」 

このように、法と行政文書に明文化されてい

てマニュアルが整備されている地域ケア会議

以外の個別事例についての事例検討会でも、

実行可能な個人情報についての配慮として、

センターが出張事例検討会に参加する場合に

は以下のような配慮をおこなっている。 

まず、事例検討会の出席者を、守秘義務を

持つ支援関係者に限定し、検討会の冒頭に

個人情報を守る旨、出席者全員で確認する。

その上で、看護協会の事例検討会のマニュア

ルを参考に以下のルールを守っている。 

 

・事例提供者はあらかじめ事例概要を手元

資料として作成するが、配布はしない。 

・事例の提示は口頭でのみ行い、参加者は

板書で事例の情報を共有する。 

・資料を配布した時には会の終了時に回収

し、廃棄する。 

・匿名性に留意して事例を提示する。 

 

 事例の資料や板書の際、匿名性の保持に有

用な事項を日本精神神経学会精神科専門医

受験の際の手引きを参考にする。  

・固有名詞の使用は不可（人名、地名、県名、

国名、社名、団体名など） 

※固有名詞については、イニシャルではな

く、出現順に A・B・C（A 県→B 市→C 病

院）等で記載すること。  

・年月日について年→ X 年表記月日→数字

で記載 

※支援者として関わり始めた年をX年とす

る。それをもとに、X-1 年・X+3 年等の表

記を用いる。 （例：X-5年 6月 7日） 

 

AMIN などの ICT 機器を用いて遠隔事例

検討を行う際には、信頼性の高い会議システ

ムを使うことに加えて、我々は次のような注意

を払っている。 

１、OSを常に最新バージョンのものとする。 

２、会議システムについても、常に最新バージ

ョンのものとする。 

３、フリーWiFi を使用せず、専用のポケット

WiFi を使用する。 

４、ミーティング URLは参加者にのみ共有し、

安易に公開しない 

５、待機室機能を有効にしておく 

６、適切なタイミングで会議室をロックする 

 

地域精神保健の事例検討会では、支援者

が当事者とまだ繋がっていない事例を対象と

することが少なくない。従って、当事者やその

家族から同意を得て事例検討会を開催するこ
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とは極めて困難である。従って、当事者の利益

につながる場合には上述の配慮をした上で遠

隔を含め事例検討会を開催する必要がある。 

 

②AMIN を用いた遠隔事例検討会の有用性

の検討 

 ９月に開催された大館保健所とセンター

を結ぶWebひきこもりミニ事例検討会の模

様を以下に示す。個人情報保護に配慮して

紙媒体は使用せず、口頭での事例報告を抜

粋して板書し、参加者相互で意見を交換し

た。写真に見られるように、十分有用な事

例の共有とその検討が行われ、参加者にと

って満足が得られる検討がなされた。 

 

 

 

同じく９月に大館保健所とセンター、自助団

体を結んだ Web 依存症事例検討会の模様と

事例検討についての振り返りを以下に示す。 

 

 

 

３カ所を結んだ会議も AMIN によって問題

なく開催出来た。参加者は次の表のとおりであ

る。 

 

 

大館保健所との遠隔事例検討会では２つの

事例について検討した。そのうちの１事例のま

とめを以下に紹介する。 

【検討結果、所感等】 

 検討会では、訪問による支援は、それ自

体はとても良かったと評価し、関係者をね

ぎらった。ただ日中暇を持て余し飲酒に至

ってしまうことが多いことを考えると、ど

こか本人が自転車で行けるような場所で

ASAT-A 等のプログラムを実施することも

今後検討できるのではないか。本人はこれ

までも作業所やデイサービスの提案を断っ

てきたことから、難しさはあるが、どのよ

うに意欲を完全に失わずに今後の生活を再

構築できるかが鍵になるだろうと意見がま

とまった。アルコールに替わる、生きづら

さをやわらげる支えを見つけていくことが

大切であるとの認識を参加者で共有した。 

 

１０月には由利本荘保健所にて AMINを用

いて保健所、地域の支援者、センターのスタッ

フが対面で事例を検討し、その場を自助団体

のまとめ役が Web 参加するというハイブリッド

形式のアルコール依存症事例検討会を開催し、

１事例を検討した。参加者は以下の 11 名であ

った。会の進行はスムーズであり、有用な検討

がなされた。 
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③ その他の AMIN の活用法の検討 

センターで毎月開催されているグループ

SSTは COVID-19の蔓延の影響が多い時期

にはWebないしはハイブリッド形式で開催され

た。ひきこもりの当事者はネット環境に親和性

が高いものが多いので、AMIN を活用したグ

ループ SST はスムーズに進行した。お互いの

顔が見え、互いに挨拶を交わして SST が始ま

った。画面の共有もスムーズに出来た。１月の

会の様子を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

その他、令和３年 12 月、AMIN を用いて

大仙保健所管内保健師勉強会にセンターの

清水が参加し、「コロナ禍における支援者

側のメンタルヘルス」と題する講話を行っ

た。質疑応答も円滑に行うことができた。 

 

④ その他の ICTを用いた遠隔精神保健活

動の有用性 

 令和３年度依存症支援者向け支援ツール

活用ワークショップはCOVID-19蔓延の影

響で Web 開催となった。全県より医療機関

が 10 機関、地域包括支援センター6 機関、

社会福祉協議会 4 機関、障害者生活支援セ

ンター1 機関、基幹相談支援センター1 機関、

県保健所 2 機関、秋田市保健所、市の担当

課2機関、刑務所、県障害福祉課の29機関、

計 55 名の参加が得られた。ワークショップ

とはいえ、ロールプレイをグループで行う

ことはできず、その模擬例の映像を見るだ

けになってしまい、リアルなワークショッ

プに比べやや物足りないものとなった。 
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実施後のアンケートの回収率は 56.4％と、

会場開催と比較するとやはり低くなった。

アンケートでの感想は概ね好評だったが、

「是非使ってみたい」と回答した機関 6 カ

所に留まるなど、実際の活用に結びつける

には今一つ何らかの仕掛けが必要と感じた

（ウェブ研修におけるロールプレイの限界

もあるかもしれない）。一方で、「知識を得

ることができた」「活かせることがあった」

と回答した機関が過半数を超えていたこと

から、ワークショップを Web で開催するこ

とでも一定の効果は得られたものと考えら

れる。 

 

   アンケート回答者の内訳 

参加者 55

回収数 31

回収率 56.4 ％

職種
1

0

10

7

6

0

5

2

31

社会福祉士

心理職

相談員･支援員

その他

医師

看護師

保健師
精神保健福祉士

医師, 1

看護師, 0

保健師, 10

精神保健福

祉士, 7

社会福祉士, 

6

心理職, 0

相談員･支援員, 5

その他, 2

職種 (n=31)
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21

12 13
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あ
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使
っ
て
み
た
い

理
解
で
き
な
か
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た

何
も
感
じ
な
か
っ
た

感 想 （複数回答）

 

  

 令和４年３月には令和３年度依存症支援

体制連携会議をハイブリッド形式で開催し

た。29 名が参加したが、会の進行はスムー

ズであり、活発な質疑がなされた。 

その他、以下に示すようにセンターの職員

がハイブリッドないしはWeb形式の会で講

演を行った。いずれの講演も聴衆の評価の

高いものであった。 

 ７月：「〇〇園に勤務するみなさまへ メ

ンタルヘルスを守る」（センター長）

COVID-19 のクラスターが発生した高齢者

施設職員を対象。 

 ８月：令和3年度県北ブロック自殺予防ネ

ットワーク研修会「コロナ関連相談の状況

ついて」（心理師） 

 １０月：県庁出前講座「ひきこもり対策に

ついて」（センターの保健師と県障害福祉

課職員）、A高校の生徒6名を対象 

令和４年１月：秋田市こころのケア相談セ

ミナー「ひきこもりに対する家族の関わり

方」（センターの心理師） 

  

２D．考察 

①AMINによる遠隔事例相談会を行うため

の条件の探求 

研究結果から、ハードの条件をクリアし

た機器を用いて安全な通信環境を維持し、

個人情報の保護のために守秘義務を負うも

のの間で一定の決まりのもとで遠隔事例検

討会は開催可能であると結論した。 

本年度にはAMINを用いた遠隔事例相談

をもっと頻回に行いたかったのであるが、C

OVID-19対応のため保健所の全職員が忙殺

されていたので、実現できなかったのは残

念であった。 
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AMINを用いてひきこもりミニ事例検討会、

２回のWeb依存症事例検討会（うち１回は

ハイブリッド）を開催し、結果に示したよ

うに参加者にとって十分満足できる水準で

事例の共有とみのりある検討がなされた。A

MINは、遠隔事例検討会のインフラとして

センターと保健所の連携を通じた遠隔精神

保健活動の大きな武器となることが実証さ

れた。 

 

②その他のAMINの活用法の検討 

AMIN を用いれば、いつでもセンターと

保健所の間でミーティングや研修を行える

ことがわかった。今後、AMIN を利用して

センターと保健所の間で他の業務（審査会、

判定委員会など）についても必要に応じて

随時、連携が可能となるものと考える。 

 センター内での事業にもAMINは役立つ。

コロナ禍の元、さまざまな相談・支援業務

が影響を受けた。ひきこもり当事者のグル

ープ SST が AMIN によって円滑かつ楽し

く開催出来たことは、今後の相談・支援業

務に ICT が活躍できることを示唆する。す

でにひきこもり当事者の面接、ギャンブル

依存症当事者の回復支援プログラム

(SAT-G)も、一部 AMIN を用いて行ってい

る。コロナ禍の終息の後にも、広範な面積

を持つ交通不便な秋田県でセンターが遠方

の相談者を支援することにもAMINは活用

できるものと思われる。 

 

③その他の ICT を用いた遠隔精神保健活動

の有用性 

 コロナ禍が生じる以前は県民や支援者に

向けた啓発活動は主に対面形式で行われて

いたが、コロナ禍の元多くの講演会は Web

開催となった。センター職員はそのような

機会に講師として招かれ、講演を行う機会

があったが、現地に赴かなくともセンター

内で講演できることは大変ありがたかった。

聴衆にとっても自宅や職場で講演に参加で

きる点は大きな利点であり、毎年おこなっ

てきた事業でもオンライン化することで参

加者が増える傾向が見られた。ただし、依

存症支援者向け支援ツール活用ワークショ

ップのようにロールプレイやグループ作業

が必要なワークショップではWeb会議の有

効性や参加者の満足度は低下することが伺

えた。 

 

２E . 結論 

 AMIN を用いてセンターと保健所を結ん

だ遠隔事例検討会は、個人情報の保護につ

いて配慮しても対面の事例検討会と同様の

有効性をもつと考えられた。研究１の「エ

ンパワメント事業」の有効性を合わせて考

えるならば、AMIN は「エンパワメント事

業」を推進する上で大きな役割を果たすも

のと考えられる。今回の研究では依存症と

ひきこもりに焦点を当てて保健所保健師の

相談・支援能力を向上させる取り組みをお

こなったが、この取り組みは PNPCC に属

する他のメンタルヘルスの問題を抱える相

談者に対しても十分応用可能なものである。

令和４年度は、当センターと保健所をつな

ぐ出張事例検討会（対面、AMIN による遠

隔の両者を含む）の対象は依存症ひきこも

りに限らず、広く相談・支援困難事例とす

ることにした。保健所保健師のエンパワメ

ントが進むことで市町村の「にも包括」構

築がより一層促進され、質の高いものとな

ることが期待される。 

 AMIN はセンターが日常的に行っている

相談・支援の対象を全県に広げることにも

有用である。遠隔地の相談者も支援者とあ

る程度ラポールがついた段階からは AMIN

を利用して遠隔精神保健相談に移行するこ

とが可能になる。 

 コロナ禍の元、外出が躊躇される事態が

生じたが、そのような際の相談・支援にも

AMIN を用いて一部の相談を継続できた。

その中には依存症の回復プログラムに参加

中の相談者が含まれていた。 

また、当センターは COVID-19 の際の一

般県民、罹患者、宿泊療養者、在宅療養者、

クラスター発生の施設従業者などからの相

談・支援にも対応した。実際の使用実績は

なかったが、必要に応じて AMIN を使用す

ることをセンター内では申し合わせていた。 

今後、COVID-19 に限らずさまざまな新
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規感染症が世界中で流行することが予想さ

れている。AMIN のような遠隔精神保健の

ツールはそのような際にも重要な役割を果

たすものとなるだろう。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし。 

２．学会発表 

1. 清水徹男 . Akita Mental-health ICT 

Network (AMIN)を用いた遠隔精神保健の

試み. シンポジウム 4「新たなデバイスを活

用した早期介入～早期介入の港をより近く

に～」第 24 回日本精神保健・予防学会学術

集会、令和 3 年 11 月 28 日  

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

２．実用新案登録 

３．その他 

いずれもなし。 

 

研究協力者 

柴田仁美（秋田県精神保健福祉センター 

保健師） 

小松広美（秋田県精神保健福祉センター 

公認心理師） 

高橋香苗（秋田県精神保健福祉センター 

保健師） 

佐藤玲子（秋田県精神保健福祉センター 

公認心理師） 

児玉絵里子（秋田県精神保健福祉センター 

保健師） 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
  「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施シス

テム開発についての研究（１９ＧＣ１０１５）」 
（研究代表者：根本隆洋） 

分担研究報告書 
 

「大都市部における精神保健医療早期相談・支援システムの開発―若年者ワンストップ 
相談センターSODAの設置―」 

研究分担者 田中邦明 東邦大学医学部精神神経医学講座 客員講師 
            医療法人財団厚生協会東京足立病院 名誉院長 

  

研究要旨  

精神疾患の予防や軽症化を目指し、若年者に向けた早期相談・支援窓口「ワンストップ相

談センターSODA」を実装した。サービスモデルとしては、以下のことを設定した。①若年

者が物理的・心理的にアクセスをしやすいよう工夫を取り入れた窓口を地域に開く。②若

年者が困りごとを抱えた際にはどのような内容でもまずは相談を受け付け、多職種チーム

（精神科医、精神保健福祉士、公認心理師、保健師、看護師などから構成）が状況を整理

して、包括的なアセスメントを行う。③精神保健福祉士や公認心理師などが担当のケース

マネージャーとなり、一定期間にわたり心理社会的支援を実施しながら、適切な専門機関

への橋渡しを行う臨床型ケースマネジメントを実施する。これらにより、地域における「ワ

ンストップ・ネットワーク」の構築を目指した。実装した早期相談・支援窓口は、相談利

用者から高い満足度が得られ、また地域の様々な関係機関からも高いニーズが認められた。

相談・支援の実施により、低下していた全般的機能に対して一定の改善効果が示唆された。

窓口の維持継続、ならびに再現普及について検討や調整を進めている。 

 

Ａ．研究目的 

精神疾患に対して早期に適切な支援や治

療を行うことで、その予防や長期にわたる

症状的・機能的予後の改善に寄与し、精神

疾患に伴う甚大な社会的損失の軽減につな

がることが期待される。これをわが国にお

いて各地域で実現するためには、地域特性

を考慮した具体的なサービスモデルの確立

が喫緊の課題である。精神疾患の75%は25

歳以前に発症することや、発症年齢のピー

クは14、15歳と報告されていることから、

このサービスの主な対象は思春期・青年期

の若年層となる1)。しかし、メンタルヘルス

の不調を抱えた若年者が、医療機関へ援助

希求に至るには高いハードルがあり、多く

の者が早期かつ適切に支援や治療には結び

ついていない現状がある。この背景には、

スティグマ（偏見）による敬遠や、若年者

の抱えている困難が医療分野以外の多くの

領域にもわたることによる援助希求先の不

明瞭さ、さらには経済的困窮など様々な問

題があり、これらを考慮した専門サービス

が必要となる。これに加え、早期段階の精

神疾患への対応においては、その症状は時

に病的状態と正常を行き来するような変動

性を有することや発症リスク状態への配慮

が求められる。そのため、顕在発症か否か、

という画一的な対応ではなく、発症閾値以

下のメンタルヘルス不調から顕在発症早期

段階まで、すなわち「保健から医療まで連

続した対応」が必要と考えられる。 

近年、若年者に対するサービスのあり方

として、先駆的な取り組みの進む諸外国や

世界保健機関（WHO）では「ワンストップ・

ケア」による解決が提案されている。具体

的には、若年者が抱える多種多様な困難を

どのようなことでも一括で対応する「早期

相談・支援窓口」の社会実装が試みられて

いる2)。 

わが国の都市部における状況へ目を向け

ると、若年者の支援に関連する多領域にわ

たるサービスや者は、各々の専門性を有し
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ながら身近に多数存在している。例えば、

学校にはスクールカウンセラーやソーシャ

ルワーカーが配置され、地域には児童相談

所や子ども家庭支援センター、保健所、保

健センター、福祉事務所等が存在し、他に

も就学支援、就労支援など様々な取り組み

が既に行われている。NPOなどで柔軟な支

援が行われている地域もある。また、医療

の面で言えば、国民皆保険制度の下、多く

の精神科医療機関が地域には存在している。

しかし、都市部で多くの社会資源が存在し

ていてもなお、専門性を持った地域の社会

資源に対する若年者のアクセシビリティは

未だ不十分である。 

以上のことを踏まえ、わが国の都市部に

おいて、若年者に対する早期相談・支援を

実現する方法として、若年者がアクセスし

やすいよう設計された相談窓口を設置し、

その窓口がメンタルヘルスの不調を含めた

様々な困難に対する援助希求の入り口とな

り、対象者の困難や課題に応じて支援の調

整を担い、適切な専門機関につないでいく

という方法が考えられる。本分担研究では、

オーストラリアの「headspace」など先駆

的実例3)を参考にしながら、わが国の実態に

即した早期相談・支援窓口の社会実装方法

の確立に向けて、実証的取り組みを行って

きた。令和3年度は、早期相談・支援の効果

や利用満足度を解析した。また、実装した

窓口の維持継続方法の検討、ならびに他地

域での再現普及に向けて調整を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

令和元年度より、医療法人財団厚生協会

が主導し、東京都足立区の北千住に「ワン

ストップ相談センターSODA（以下、SOD

A）」を設置した。サービスモデルとしては、

以下のことを設定した。①若年者が物理

的・心理的にアクセスをしやすいよう工夫

を取り入れた窓口を地域に開く。②若年者

が困りごとを抱えた際にはどのような内容

でもまずは相談を受け付け、多職種チーム

（精神科医、精神保健福祉士、公認心理師、

保健師、看護師などから構成）が状況を整

理して、包括的なアセスメントを行う。③

精神保健福祉士や公認心理師などが担当の

ケースマネージャーとなり、一定期間にわ

たり心理社会的支援を実施しながら、適切

な専門機関への橋渡しを行う臨床型ケース

マネジメントを実施する。これらにより、

地域における「ワンストップ・ネットワー

ク」の構築を目指している（図1）。本研究

では、SODAに寄せられた相談の情報を収

集、解析し、検討を行った。 

なお、本研究は倫理規約に則したプライ

バシーに関する守秘義務を尊重し、匿名性

の保持に十分配慮した。また、相談者の情

報の収集、解析にあたっては、東邦大学医

学部倫理委員会の承認を得て実施した（A2

0010）。 

 
図1 若者に向けた早期相談・支援窓口のサ

ービスモデル（内野ほか, 精神神経学雑誌, 

2021より改変） 

 

Ｃ．研究結果 

１．相談の概況と地域の関係機関との連携 

 

 2021年4月から2022年3月までの間、377

名の新規の相談が入り、延べ3638回の支援

対応を実施した（2019年7月の開設から202

2年3月までの間で909名の相談、延べ8870

回の支援対応を実施）。 

 相談者の居住地域として最多は足立区で

あり、半数を超えていた。2021年8月に実

施した直近1年間の足立区民の利用状況を

以下に示す。総数は190名、平均22.1歳、男

性41.3%／女性58.7%であった。年齢分布を

図2に示す。最多は15～18歳の34％であり、

次いで19～24歳の28％であった。 
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図2 相談者（足立区民）の年齢分布 

 

 次に、これらの者の来談経路について図3

に示す。細分化した種別において、最多は

家族や知人からの紹介が17.9%であった。

一方で、地域の様々な関係機関の担当者か

ら紹介を受けた者の合計割合は63.7%であ

った。関係機関は多岐にわたるが、その中

では高等学校教員（養護教諭、スクールカ

ウンセラー、ユースソーシャルワーカーを

含む）、生活保護関連機関、医療機関から

の紹介の割合が多かった。 

 

 

図3 相談者（足立区民）の来談経路 

 

 次に、来談した相談者に対して支援を行

う中で、地域における包括的な支援体制の

構築や各種専門機関への紹介が必要と判断

し、具体的に連携を取った機関を図4に示す。

最多は医療機関が42.1%であった。 

 

 

 

図4 相談者（足立区民）の支援における連

携先 

 

２．若年者に対する早期相談支援の効果 

 

 2020年3月1日から2020年9月30日までに

来所した相談者105名のうち、6ヶ月間継続

して相談支援（臨床型ケースマネジメント）

を受けた群（21名、平均19.2歳、女性57.1％）

と、少数回の相談のみで終了した群（84名、

平均20.9歳、女性54.8％）に分けて、検討

を行った（以下の結果、図については、Uc

hino et al., Early Intervention in Psyc

hiatry, 2022.より一部改変した）。 

両群ともに、最多の相談内容は、メンタ

ルヘルス不調であった（図5）。また、相談

者はメンタルヘルス不調に関する相談に加

えて、家族問題、ひきこもり、学校に関す

ることなど、複数領域にわたる悩みや困難

を同時に相談していた。6ヶ月間の臨床型ケ

ースマネジメントを実施した群は、有意に

多領域・項目の相談をしていた（臨床型ケ

ースマネジメント群：平均3.4項目、短期間

相談群：平均2.5項目）。 
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図5 相談者の相談内容 

 

 6ヶ月間の臨床型ケースマネジメントを

提供した21名のうち、71.2％は何らかの精

神疾患を有することが疑われた。最多は不

安障害などを中心とする神経症性障害（54.

4％）であり、次いでうつ病などの気分障害

（13.3％）、そして統合失調症などの精神

病性障害（6.7％）と続いた。初回相談時点

で精神科治療を受けていた者は、42.9％に

とどまっていた。これらの21名は、6ヶ月間

に平均491.3分の臨床型ケースマネジメン

トを受けた。その内容は、地域生活のため

の支援（31.2％）、精神・心理面の支援（2

4.8％）、他機関との連携のための支援（19.

8％）、就労支援（13.8％）、家族支援（1

0.5％）、であり、これらが来談者に合わせ

て柔軟に組み合わされていた（図6）。メン

ルヘルス不調と社会生活における対人関係、

就学就労状況等を総合的に評価した全般的

機能は、一定期間にわたる臨床型ケースマ

ネジメントを実施した群において、初回相

談の6ヶ月後には有意に改善が見られた（G

lobal Assessment of Functioning [GAF]

スコアは、初回相談時点46.6、6ヶ月時点5

9.3）。 

 

 

図6 6ヶ月間に実施した臨床型ケースマネ

ジメントによる相談支援時間 

 

３．相談者の主観的評価 

 

 来所した相談者の悩みに関する認識や相

談支援の満足度について図7に示す（2021

年4月1日から2022年3月31日までの間に直

接来所した延べ1396名）。90%超える者が自

身の抱えている悩みや困難について、援助

希求先の不明瞭さを訴えていた。また、90%

以上の者は、SODAで相談をすることで悩

みや困難が解決に近づいたという肯定的な

認識を持っていた。 

 

 

図7 相談者の認識および利用満足度 
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Ｄ．考察 

SODAは、精神疾患に対する早期相談・

支援を目的に、その好発年齢である若年者

に特化した窓口である。 

まず、相談者の特性や関係機関との連携

の状況について考察する。相談者の年齢分

布は15歳から24歳の思春期・青年期の若年

層が中心となっており、当初想定した早期

相談・支援の対象年齢層に合致した。来談

経路については、地域の関係機関からの紹

介が約6割となっていた。これは、開設時か

ら積極的に実施していた近隣エリアの各関

係機関への周知活動やメディアを通じた普

及啓発活動が効果的であったことを示すと

ともに、地域における早期相談・支援窓口

のニーズの高さを裏付けると考えられる。

例えば、紹介元として最多の教育機関から

は、「生徒のメンタルヘルスの不調につい

てサポートが必要そうであるがどこに繋い

だら良いか分からない」などの理由で教員

が紹介をし、生徒が来談するということが

多い。また、メンタルヘルスの不調に関す

る地域の身近な行政機関の窓口である保健

センターにおいては、医療機関との連携に

困難を抱えていることが指摘されているが、

その保健センターからもSODAへ一定数の

相談があったことも示唆的である。 

相談・支援を行う中で包括的な支援体制

の構築や各種専門機関への紹介が必要と判

断し、連携を取った機関は最多が医療機関

であった。精神疾患に対する早期相談・支

援を行うにあたり、医療機関との連携は極

めて重要である。要受診相談者に対しては、

円滑な医療機関受診により、治療開始の遅

れを回避することにつながる。SODAでは、

医療機関との連携体制を構築するために、

医師会や薬剤師会の協力を得て普及啓発活

動を実施した。さらに、本人・保護者の同

意を得た上で、電話、通院同行、書面など

により、医療機関と情報を共有し具体的な

連携を行った。また今回、医療法人財団厚

生協会が窓口の運用を主に担っており、医

療機関へのアクセスは一層円滑であった。 

ただし、医療機関を含め他機関との連携

や紹介をする際は、特定の機関へのいわゆ

る「囲い込み」を避ける必要がある。その

ため、相談支援を行う者は、地域にある各

機関の特性や医療機関の診療体制などにつ

いて熟知する必要がある。また、地域の医

療機関が相談窓口を運用する場合、窓口自

体は医療機関とは機能的に独立させること

が望ましく、個人情報の受授や診療との線

引きを明確にする必要がある。地域の関係

機関に対しても、SODAは「対象者を医療

機関へ誘導するための機関」という誤解を

招かないようにする必要がある。また、診

断や治療などの医療行為を目的とする場で

はないということの周知が必要である。来

談した若年者に対しては、中立的な立場で、

抱えている困難を適切に見立てて支援を実

施する必要がある。過剰な医療化を防ぐこ

とやスティグマを扇動しないための配慮は

必須であり、エビデンスに基づいた運用や

倫理的配慮が必須と考えられる。 

次に、相談支援の効果について、考察す

る。今回、窓口における相談支援の内容と

しては、多職種チームによる包括的アセス

メントおよび精神保健福祉士・公認心理師

を中心とした臨床型ケースマネジメントを

設定した。相談者の相談内容は多岐にわた

り、これらを可能な限りワンストップで受

け付けて、必要な機関へつないでいくこと

が重要である。特に支援につながりにくい

若年者に対しては、他機関の紹介が主な機

能である仲介型ケースマネジメントよりも、

一定期間にわたり心理社会的支援を実施し

ながら、適切な専門機関への橋渡しを行う

臨床型ケースマネジメントが有用であった。

今回の結果では、初回相談時点から6ヶ月後

のGAFスコアは有意に上昇しており、これ

らの早期相談・支援による効果を示唆して

いると考えられた。さらに客観的指標のみ

ならず、若年者の主観的な評価においても、

悩みや困難が解決に向かっているとの回答

が9割以上から得られていた。今後、比較対

照群を含めた検討など、さらなる検証は必

要であるものの、相談・支援内容として一

定程度の妥当性を示すと考えられた。 

最後に、今回実装した窓口の維持継続方

法、ならびに他地域での再現普及方法につ
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いて考察する。SODAを実施するにあたり、

地域の精神科医療を担ってきた医療機関の

協力を得たことは、本窓口の開設に欠かせ

ないものであった。確かなスキルを有する

人的資源や医療体制の確保は、その維持継

続においても重要課題である。公益性の担

保に配慮しながら民間機関の機能や資源を

活かしていくことが、わが国においては実

際的であり、それらを支え維持するための

経済的基盤などに関する政策の整備が望ま

れる。特に、精神疾患の予防や軽症化を目

指す早期相談・支援は、「精神障害にも対

応した地域包括ケアシステム」におけるシ

ステム全体の負荷軽減に寄与する可能性が

ある。本システムの構築に際して、若年者

に対する早期相談・支援窓口の実装を各自

治体が具体的な施策として活用できること

が望ましいと考えられる。なお、SODAの

継続については、医療法人財団厚生協会や

足立区との協議を進めている。 

今後、早期相談・支援窓口を普及させる

にあたり、そのノウハウに関しては、令和3

年度に手引きを作成した。しかし、若年者

に対する早期相談・支援の専門性に関して、

手引きのみによる取得は現実的には困難で

あり、実践的な教育方法も並行して検討す

る必要がある。そのため、まずは、実施に

関して意向のある民間機関や、若年者支援

に対して重点的な施策を展開している自治

体と協働しながら、その方法の確立を目指

していく必要があると考えられた。令和3

年度には、東京都大田区や埼玉県川口市な

どにおいて、普及啓発活動を行いながら、

その再現性について検討を進めた。 

 

Ｅ．結論 

若年者に向けて実装した早期相談・支援

窓口は、相談利用者から高い満足度が得ら

れ、また地域の様々な関係機関からも高い

ニーズが認められた。相談・支援の実施に

より、低下していた全般的機能に対して一

定の改善効果が示唆された。窓口の維持継

続、ならびに他地域での再現普及について

検討や調整を進めている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし。 

 

Ｇ．研究発表 
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向けたメンタルヘルス相談―SODAの取り
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2）内野敬, 小辻有美, 飯田さとみ, 青木瑛
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日本精神保健・予防学会学術集会,  横浜市
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３．その他 

講演： 

1）内野敬：メンタルのこと、あれっと思っ

たら早めに相談しませんか？―精神疾患の

早期支援に関する最近の話題―.  東京都 

令和3年度若者社会参加応援事業登録団体
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2）内野敬：統合失調症治療における早期介

入から地域の早期相談・支援へ―ワンスト
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
  「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施シス

テム開発についての研究（１９ＧＣ１０１５）」 
（研究代表者：根本隆洋） 

分担研究報告書 
 

「都市近郊アウトリーチモデル」 
研究分担者 藤井 千代  

（国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 地域・司法精神医療研究部） 

  

研究要旨 所沢市で実施中の精神障害者アウトリーチ支援事業においては、精神障害が疑

われるが未治療である人、何らかの理由で治療中断した人等、既存の精神医療福祉サービ

スでは対応が困難なケースへの支援を提供している。チームは看護師、精神保健福祉士、

作業療法士、公認心理師、精神科医師の多職種で構成されており、利用者のニーズに合わ

せて多様な支援を展開すること可能である。精神疾患が疑われる未治療者や治療中断者へ

のクライシス対応、必要に応じて心理検査を活用したアセスメント、身体面のアセスメン

ト、就労支援や居住支援、家族支援等の多岐にわたる支援を実施した。新規登録者44名に

ついて、3年間の利用状況の変化を検討したところ、「ひきこもり」状況については、59％

から18%に減少し、「治療中断・未治療」状況については、59%から18%に減少、「社会的

役割継続の問題」は84%から57%に減少していた。また、支援導入後1年間の全体的機能の

変化をWHODAS2.0で評価したところ、全７カテゴリースコアのうち、「認知」「セルフ

ケア」「他者交流」「日常生活（家庭）」「社会参加」の5カテゴリーにおいて統計的に有

意な改善が認められた。サービスの新規導入時は利用者本人のみならず家族状況など心理

社会的背景を含めニーズアセスメントを徹底し、チーム内で全ケースレビューを行うこと、

定期的な支援の見直し、既存サービス提供機関との積極的な連携などにより、望ましい転

帰につながったものと考えられる。既存の医療福祉サービスのみでは対応困難なケースに

対し、市町村が主体となってアウトリーチ支援を提供することは、精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム構築を推進するうえでも重要であり、今後全国の市町村に同様の取

り組みが普及することが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

現在構築が進められている「精神障害に

も対応した地域包括ケアシステム」では、

住民にとって最も身近な自治体である市町

村を中心として、地域精神保健の活動とし

ての相談支援等の充実や、生活困窮者支援、

児童福祉や母子保健、教育、高齢者福祉、

障害福祉等との連動を意識した取り組みが

重要であるといわれている。しかし、市町

村における精神保健の取り組みは、精神保

健福祉法第４７条においては「努力義務」

とされており、地域差が大きいことも指摘

されている。一方で、市町村における自殺

対策、虐待対応、母子保健・子育て支援、

高齢・介護・認知症対策、配偶者等からの

暴力や成人保健といった相談業務では、メ

ンタルヘルス（精神保健）の課題に対応す

る必要性が高いものと認識されている１）。

このことから、今後、精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステムを市町村中心に展

開していくためには、領域横断的なメンタ

ルヘルス対応が不可欠になるものと考えら

れる。近年地域の課題として注目されてい

るいわゆる8050問題や、若年層のひきこも

りや不登校のみならず、中高年のひきこも

り、に該当するような事例も多く、これら

も地域精神保健上の大きな課題として認識

されている。 

所沢市は、埼玉県南西部の東京都に接す

るところに位置する人口約34万人の市であ

る。所沢市保健センターでは、「こころの

健康支援室」が、精神障害者に対する障害
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福祉サービスの窓口業務を担うほか、一般

市民を対象とした精神保健相談業務も実施

している。こころの健康支援室には常勤の

精神保健福祉士が7名配置されており、市民

からの相談に基づいて必要な支援を提供し

ている。市民からの相談では、精神科医療

が必要なケース、環境調整や見守り、家族

支援といった医療外サービスが必要なケー

ス、何らかの支援が必要とされるが公的サ

ービスの導入が困難なケースなど、多職

種・多領域の連携が必要とされることが多

く、その状況に対応するため市の独自予算

により「所沢市精神障害者アウトリーチ支

援事業」が立ち上げられた。 

アウトリーチ支援開始までの流れとして

は、まず市の精神保健業務を担当する「こ

ころの健康支援室」からアウトリーチチー

ムへ支援対象候補者の受け入れにつき依頼

または相談がある。その後、市と合同のケ

ース会議を行い、多職種によるアウトリー

チ支援の提供が適切であると判断されたケ

ースについて支援開始となる。支援開始後

は、毎日のチームミーティング、関係機関

との連絡調整及び関係機関との定期的なケ

ア会議を実施する。チームで受け持つ支援

対象者は80―90名程度であり、24時間365

日の支援を提供する。主な支援対象者は以

下の通り。 

 

・ 精神障害が疑われる未受診者 

・ 医療中断となった精神障害者 

・ 短期間で入院を繰り返す者 

・ 精神障害や生活障害が重度で、社会

から孤立しがちな者 

・ 通常の医療・福祉サービスのみでは

地域生活の維持が困難な者 

 

支援対象者は、原則的には利用可能な既

存の医療サービス、障害福祉サービスを利

用するよう促し、既存サービスでは対応が

困難なところをアウトリーチチームが受け

持つ仕組みである。直接支援を提供しなが

ら地域資源のコーディネイトを行い、既存

サービスのみでフォローアップ可能となれ

ば、アウトリーチチームによる支援は終了

する。アウトリーチ支援の期限は定めてお

らず、アウトリーチ支援を終了しても円滑

に地域生活を送れると判断されるまで継続

される。 

本研究ではアウトリーチチームに研究費

により雇用した非常勤心理職2名を配置し、

自治体アウトリーチによる早期相談・介入

のあり方を検討することを目的としている。

今年度は、アウトリーチチームの支援スタ

ッフが提供する支援内容と、アウトリーチ

支援利用者の転帰について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

＜アウトリーチ支援内容調査＞ 

アウトリーチチームのスタッフが支援を

提供する都度、「生活支援」「家族支援」

「精神に係る支援」「身体面の相談」「危

機対応」「医療相談」「就労就学支援」「福

祉制度」「対人/社会関係」「他（報告、予

定調整、情報共有）」の10項目のサービス

コード（表１）のいずれに該当するかを電

子カルテ状に記入し、それぞれの支援対応

におけるサービスコードの割合を検討した。 

 

＜利用者の転帰＞ 

 2018年10月から2021年9月の3年間にお

いてアウトリーチ支援の利用を開始した44

名について、支援開始時と2021年9月末時

点の状況ついて、表2の評価票を用いて評価

した。さらに44名中20名について、WHOD

AS2.0およびCAN-Jを用いて支援開始時と

導入後1年時点の評価を実施した。 

 

本研究は、国立精神・神経医療研究セン

ター倫理委員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

＜アウトリーチ支援内容調査＞ 

「電話相談」、「来所相談」、「訪問支

援」それぞれの支援対応におけるサービス

コードの割合を図１に示す。 

 

＜利用者の転帰＞ 

表２の評価票を用いた評価結果について、

「ひきこもり」「医療未介入者」「社会的
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役割継続の問題」の支援開始時と2021年9

月末時点の状況について図2～4に示す。 

2018年10月から2021年9月の3年間にか

けて新規登録した44名の「ひきこもり」の

状態は登録時59％から18％に減少していた。

「未治療・治療中断」は59％から18％に減

少し、「社会的役割継続の問題」（就労・

就学・通所・家事労働を中心的に担う）は、

84％から57％に減少していた。 

WHODAS2.0による評価については、支

援開始時と支援開始１年後の状況につき図

5に示す。全7カテゴリースコアのうち、「認

知（コミュニケーション及び思考）」、「セ

ルフケア」、「他者交流」、「日常生活(家

庭)」、「社会参加」の５カテゴリーについ

ては、統計的に有意な改善が認められた。 

CAN-J（支援ニーズアセスメント）のス

タッフ評価の変化を図6に示す。図6には、

全6カテゴリーの支援ニーズ要素に対して

「この領域に問題があり、効果的な支援を

受けていない」とスタッフがアセスメント

した対象の割合を示している。導入時と比

較して1年後にはすべての支援ニーズ要素

に対して、「この領域に問題があり、効果

的な支援を受けていない」と評価した対象

割合は統計学的に有意に減少していた。 

 

Ｄ．考察 

アウトリーチ支援の支援内容の分析では、

電話相談では「生活支援」、「精神に係る

支援」が多く、来所相談では「精神に係る

支援」、「対人/社会関係」、「就労就学支

援」が多かった。訪問支援では「精神に係

る支援」「生活支援」「対人/社会関係」が

多かった。本研究において実施したアウト

リーチ支援は、クライシスに対応できるよ

う、24時間365日の支援を提供している。

しかしながら、支援内容分析においては、

危機介入の割合は極めて少ないことが明ら

かとなった。これは、突発的な危機対応を

未然に予防するため、クライシスに至る可

能性が高い利用者の状態を、毎日の打ち合

わせ時にチーム全体で共有し、クライシス

発生後の対応とならないように訪問頻度を

増やしたり、関係機関との情報共有を密に

行うなどの対策をとっていることが関係し

ているものと考えられる。 

アウトリーチ支援の利用者の多くは、既

存の精神医療保健福祉サービスにつながっ

ていない、あるいはつながりにくいという

課題を有している。アウトリーチ支援にお

いては、精神科医療の導入が望ましいと考

えられる場合においても、緊急時を除いて

は拙速な医療介入は行わず、まずは本人や

家族が望む支援ニーズの確認を丁寧に行っ

ている。そのうえで、まずは生活支援から

開始するなど本人との関係性構築を重視し、

本人の思いを受け止めつつ、診察にスタッ

フが同行して医師とのやり取りをサポート

すしたり、チーム精神科医への相談を試し

てみるなど柔軟な対応を行っている。この

ような丁寧な取り組みにより、未治療・治

療中断者、ひきこもり等が減少したものと

考えられる。また、本人が利用できるサー

ビスについて、単に情報提供を行うのみに

とどまらず、実際にどのようなサービスで

あるかがイメージできるように、ハローワ

ークや就労支援事業所、オープンキャンパ

スなどの見学や同行を行い、目標を共有し

ながらサポートを実施している。このよう

な取り組みにより、社会的役割継続の問題

のある人が減少したものと考えられる。W

HODAS2.0、CAN-Jのスコアが改善したこ

とからも、アウトリーチ支援の効果が示唆

された。 

本研究より、自治体が実施する保健中心

型のアウトリーチ支援を必要とする人々に

は次のような状態像が認められると考えら

れる。 

① 精神病性の症状等により医療が必要

と思われるが未治療・治療中断の人 

② 入院中で退院支援及び退院後の手厚

いフォローが必要な人（既存サービ

スのみでは対応困難な人） 

③ 疾病性は軽度であるが、社会参加に

困難を抱える人 

④ 疾患や障害の有無は不明だが、ひき

こもり、社会的孤立、あるいは生活

に困難がみられ、アセスメントを含

め何らかの対応が必要な人 
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これらの状態像に適切に対応するうえでは、

本人へのアプローチのみでは不十分なこと

が多く、家族に対する何らかの心理社会的

支援が必要であることが多い。慢性期統合

失調症など重度精神障害を抱える人のみな

らず、AYA世代など若者支援においても家

族を含めた支援モデルの構築が必要である

と考えられた。 

③のケースでは、心理職による心理アセ

スメントや心理療法が必要となることが多

い。その他、就労支援やピアサポートが大

きな支えとなったり主体的に社会参加して

いくことへの動機づけあるいはきっかけと

なったりすると考えられる。今後はピアサ

ポーターによるアウトリーチ支援のあり方

についても検討していく必要がある。 

現在各自治体においては、「精神障害者

にも対応した地域包括ケアシステム」の構

築に向けた取り組みが進められている。こ

のシステムは市町村が中心となって構築す

ることが求められており、そのベースとな

るのはすべての住民の健康に関係する保健

活動である。また、システム構築の目指す

ところは地域共生社会の実現であるが、地

域住民が抱える「困りごと」には、多くの

場合メンタルヘルスの問題が関係している。

「困りごと」を抱える地域住民が自ら支援

を求めないケースも多く、そのような場合

には支援者が「困りごと」を抱える人のと

ころに出向いていくアウトリーチ支援が不

可欠である。本研究における取り組みは、

「精神障害者にも対応した地域包括ケアシ

ステム」の構築に資するものと考えられ、

今後他市町村のアウトリーチ支援チームな

どとも情報共有、ネットワークの構築など

を進め、より望ましいアウトリーチ支援の

在り方を検討していきたいと考えている。 

 

Ｅ．結論 

所沢市におけるアウトリーチ支援の支援

内容、利用者転帰を明らかにした。早期介

入において、身近な自治体が既存の精神医

療福祉サービスでは対応が困難なニーズに

対するアウトリーチ支援を行うことの必要

性は高く、丁寧な関わりにより、転帰の改

善が見込めるものと推察される。しかしな

がら、自治体によるアウトリーチ支援の必

要性は以前から認識されていながらその実

装は進んでいないのが現状であり、実装へ

の障壁を明らかにし、効果的な対応策につ

いて検討する必要がある。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

１） 藤井千代：アウトリーチのエビデン

スと質評価．精神科治療学 36(4):405-

411, 2021 

２） 下平美智代：コミュニティケア 所

沢市の精神保健に係る取り組み．臨床

心理学 21(3):304-309,  2021 

３） 下平美智代：「自ら助けを求めるこ

とのない人」へのアプローチ アウト

リーチと「孤独の尊重」．臨床心理学2

2(2)：213-217, 2022.3.14 

４） 西内絵里沙：ファミリーワークによ

るヤングケアラー支援の手応え．精神

科看護vol.48No.7，32-37，2021.6.19. 

５）  
 

２．学会発表 

１） 藤井千代：多職種アウトリーチチー

ムによる早期介入．第17回日本精神神

経学会学術総会, オンライン， 2020.9.

30    

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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清晃、西内絵里沙（国立精神・神経医療研

究センター 精神保健研究所 地域・司法

精神医療研究部） 
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表１ サービスコードの内容 
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表２ 支援導入アセスメント 

 

次の１～８は、特にことわりのない場合、過去1年の状況で評定してください。 

１．精神症状（障害）に関連して下記のような生活上の問題がある  

① 6か月間継続して社会的役割（就労・就学・通所、家事

労働を中心的に担う）を遂行することに重大な問題があ

る 

□ 不明 □ 無 □ 有 

② 自分一人で地域生活に必要な課題（栄養・衛生・金銭・

安全・人間関係・書類等の管理・移動等）を遂行するこ

とに重大な問題がある（家族が過剰に負担している場合

を含む） 

□ 不明 □ 無 □ 有 

③ ひきこもり状態である 

定義：「仕事や学校に行かず、かつ家族以外の人との交流をほとんど

せずに、６か月以上続けて自宅にひきこもっている状態」 

□ 不明 □ 無 □ 有 

 

２．１が該当しながら治療中断している       不明□ 無□ 有□ 

３．１が該当しながら未治療である      不明□ 無□ 有□ 

４．自分の病気についての知識や理解に乏しい/治療の必要性を理解していない 不明□ 無□ 有□ 

５．過去1年に2回以上の精神科救急利用歴/入退院（措置・医療保護）がある  不明□ 無□ 有□ 

 

6．次のような自傷・他害・迷惑行為などの行動化がある 

① 家族以外への暴力行為、器物破損、迷惑行為、近隣との

トラブル等がある 

□ 不明 □ 無 □ 有 

② 行方不明、住居を失う、立ち退きを迫られる、ホームレ

スになったことがある 

□ 不明 □ 無 □ 有 

③ 自傷や自殺を企てことがある □ 不明 □ 無 □ 有 

④ 家族への暴力、暴言、拒絶がある □ 不明 □ 無 □ 有 

⑤ 警察・保健所介入歴がある □ 不明 □ 無 □ 有 

 

7．精神科長期入院者で住居など退院のための調整が必要  不明□ 無□ 有□ 

 

8．社会的に孤立している/孤立に近い状態で次のような問題をもつ 

① 家賃の支払いに経済的な問題を抱えている □ 不明 □ 無 □ 有 

② 支援をする家族がいない 

（家族が拒否的・非協力的・天涯孤独） 

□ 不明 □ 無 □ 有 

③ 同居家族が支援を要する困難な問題を抱えている 

（介護・貧困・教育・障害等） 

□ 不明 □ 無 □ 有 
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図１ 対応種別の支援内容（各サービスコードの割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 「ひきこもり」の状況（Ｎ＝44）    図３ 「未治療・治療中断」の状況（Ｎ＝44） 
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図４ 「社会的役割継続」の状況（Ｎ＝44） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 WHODAS2.0（健康および障害の評価）の変化 （N=20） 

 （１：問題なし～５：最重度または不可能） 
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図６ CAN-Jスタッフ評価の変化 （N=20） 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
  「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施シス

テム開発についての研究（１９ＧＣ１０１５）」 
（研究代表者：根本隆洋） 

分担研究報告書 
 

「周産期の精神障害に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実
施システム開発についての研究」 

研究分担者 辻野尚久 
（恩賜財団済生会横浜市東部病院 精神科 部長） 

  

研究要旨 本邦の妊産婦の死因として自殺が多いことから、メンタルヘルスの問題を早期

に発見し、介入していく必要がある。そのためには、精神科だけでなく、産婦人科や小児

科といった複数の診療科ならびに地域の行政機関も含めた多職種との連携が必要であり、

地域包括的医療体制の構築が求められている。特に近年では新型コロナウイルス感染症（C

OVID-19）の流行とそれに伴う行動制限が様々な形で心理面に影響を及ぼしていることか

ら、その具体的な状況をより正確に把握するために、①済生会横浜市東部病院において出

産された女性を対象として、2017年4月～2021年12月のエジンバラ産後うつ病質問票およ

び赤ちゃんへの気持ち質問票の各項目の得点をCOVID-19流行前後で比較検討した。その結

果、COVID-19流行下において、流行前と比較して強い不安を抱えていることが明らかにな

った。さらに、2021年にはCOVID-19流行前と比較して、自傷念慮が上昇しており、長期

化しているコロナ渦による影響が不安だけでなく、自傷念慮の悪化につながっている可能

性が示唆された。周産期における不安や自傷念慮に早期に対応していくためには、医療機

関に受診するのを待ってから対面式で対応するだけではなく、ICT（情報通信技術）を生か

した新しい支援の形態を検討していく必要があると考えた。そのため、②ICTを用いた地域

資源情報ウェブサイト（MEICISメンタル相談室）に、横浜市鶴見区の周産期関連機関に承

諾を得て情報を収載した。また、③不調に対してのセルフメディケーションを可能とする

ために、母親自身のセルフチェックとチャットボットによるAI自動回答でニーズの絞り込

みをサポートするシステムの開発を試みた。さらに、メンタルヘルスの不調を早期に発見

し、予防していくために、生物学的指標を導入してスクリーニングの精度を向上させる必

要があると考え、④表情認知機能が周産期メンタルヘルスに与える影響について調査した。

その結果、子どもの非親和表情への敏感さは産後うつ病を予測する可能性が示唆された。 

 

はじめに 

厚生労働省研究班による2年間の全国調

査（平成27～28年）の結果では、妊産婦の

死亡原因の第1位は自殺であることが報告

された(Mori, 2018)。 地域からの妊産婦の

自殺による死亡率の報告では、東京都23区

で8.7/10万出生（平成17～26年）、大阪市

では13.0/10万出生（平成24～26年）、三重

県では14.1/10万出生（平成25～26年）であ

り、いずれも諸外国と比較して高い割合で

あった(竹田、2021)。 これらの調査から、

妊産婦の自殺による死亡率が従来の報告よ

りも極めて高いことが明らかとなり、妊産

婦の死亡率を減らすために出血や感染症な

どの身体的合併症への対策だけでなく、自

殺を減らすためにメンタルヘルスの問題に

も対応していく必要がある。 

周産期は、ホルモン動態や生活環境の急

激な変化などにより、気分障害などの精神

疾患を発症しやすい時期である。さらに、

母親のメンタルヘルスの不調は、児への愛

着形成や、胎児と出産後の児の発育や認知、

行動に影響を及ぼすことが知られている。

令和3年度の児童虐待相談対応件数は20万5

029件で、前年度より1万1249件（5.8％）

増え、過去最多を更新した(厚生労働省、20
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21)。厚生労働省が集計を開始した平成2年

度以来上昇を続け、平成12年の児童虐待防

止法施行時と比べ10倍以上に増加している。

児童虐待は、大きな身体的障害に至らなか

った場合でも受ける児のこころの傷は深く

残る。また発生してしまった児童虐待に対

する治療や対応には、多くのマンパワーと

時間がかかる。そのため、問題発生前に適

切な援助を提供する「予防的」介入は、母

親自身の予後だけでなく、児の発育という

視点においてもとても重要である。 

周産期メンタルヘルスに対応していくた

めには、精神科と産婦人科、小児科などの

他科との連携だけでなく、妊娠中ならびに

授乳中の薬物療法の問題や経済的な問題、

パートナーとの関係、育児環境など精神疾

患に影響を及ぼす要因は様々な分野と課題

があり、それらに対応していくために、助

産師、心理師、薬剤師、ソーシャルワーカ

ーなどの多職種との連携が必要である。さ

らに、出産後の育児環境の整備やサポート

をしていくために地域の関係行政機関との

継続的な連携が求められ、「周産期メンタ

ルヘルスにも対応した地域包括的ケアシス

テム」の構築が不可欠である。 

済生会横浜市東部病院では、総合病院の

特性を最大限に活用し、周産期メンタルヘ

ルスの支援体制を、神奈川県横浜市東部地

域を中心に展開してきた。早期発見、早期

介入をそのコンセプトとして活動していく

なかで、それを律速させてしまう課題も認

められた。まず妊産婦は、体調の問題や新

生児を抱えていることなどで、援助希求を

しようとしても迅速に移動することが困難

である。特に、近年の新型コロナウイルス

感染拡大にともない、それがより顕著とな

り、病院を含めた関係機関に妊産婦が直接

来訪することが難しい状況が続いた。また、

先に述べたように妊産婦のメンタル不調に

影響を及ぼす要因は、さまざまであり、そ

れを妊産婦自身が「何をどこに相談してい

いのか」を必ずしも理解していないことが

判明した。それらの課題を解決していくた

めに新たな援助システムを構築していく必

要があると考えられた。 

 

①周産期メンタルヘルスへの新型コロナウ

イルスの影響に関しての調査 

 

Ａ．研究目的 

新型コロナウイルス感染症（以下、COV

ID-19）は多くの人々に不安と恐怖をもたら

し、生活様式の変化や感染拡大予測の困難

さから多大なストレスとなっている。COV

ID-19関連のメンタルヘルスの問題は、エビ

デンスが集積されつつあり、妊娠中・産後

の女性を対象とした調査では、COVID-19

流行下にストレス関連症状や不安・抑うつ

症状を高率に抱えていることが明らかにさ

れてきた(Hessami et al., 2020; Yan et 

al., 2020) 。さらには、コロナ渦が長期に

及んでいることにより、家庭内暴力の増加

や女性の就業率の低下などにつながり、女

性の自殺率の増加も報告されている(Tana

ka et al., 2021)。済生会横浜市東部病院で

は、産後1か月健診時に全例にエジンバラ産

後うつ病質問票（EPDS）および赤ちゃん

への気持ち質問票（MIBS）によるスクリー

ニングを行い、継続的データベースを作成

している。コロナ禍によるメンタルヘルス

の影響をより客観的に把握するために、継

続的データベースと診療録を用いた後方視

的調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

2017年4月1日～2021年12月31日までに

産後1か月健診を受診した女性を対象とし

て、EPDSおよびMIBSの各項目の得点を主

要評価項目とし、診療録からは産科的背景

情報について調査し、対象者を年別に5群

（流行前群：2017年、2018年、2019年；流

行後群：2020年、2021年）に分けて統計解

析を行った。 

尚、本研究は済生会横浜市東部病院倫理

委員会の承認を得て（承認番号20200129、

20210201）、プライバシーに関する守秘義

務を尊重し、匿名性の保持に十分配慮して

実施した。 

 

Ｃ．研究結果 
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流行前群として2844名、流行後群として

2299名が調査対象に抽出された。前後群間

で産科的背景情報に有意差はなかった。EP

DS総得点およびMIBS総得点において有意

な差を認めなかったが、項目別でみると、

不安に関連した項目（EPDS項目3、4、5、

6）は流行後群で有意に高く、アンヘドニア

（EPDS項目1、2）と自傷念慮に関わる項

目10以外の抑うつ（EPDS項目7、9）に関

連した項目は流行後群で有意に低かった

（図1、図2、図3）。 

 

 
図1 不安に関連した各項目の年別推移 

 

 

図2 アンヘドニアに関連した各項目の年

別推移 

 

 

図3 抑うつに関連した項目の年別推移 

 

 「自分自身を傷つけるという考えが浮か

んできた」という自傷念慮に関しては、そ

の測定項目であるEPDS項目10の平均得点

が、2021年度においてCOVID-19流行前の3

郡と比較して有意に上昇していた（図4）。 

 

 

図4 自傷念慮に関連した項目の年別推移 

 

Ｄ．考察 

COVID-19流行下において、産後の不安

が顕在化していた。COVID-19に感染して

いる妊婦が、母体に異常を来しても受け入

れ先が見つからなかったといった事象や出

産場所の変更、公的支援が受けられなくな

ったことなどの社会的サポート不足(Haru

na et al., 2020)などが不安に影響してい

る可能性があり、今日的不安を理解した上

でケアを行うことの重要性が示唆された

(清野ら，2020)。流行後群においてアンヘ

ドニアと抑うつが低下していたことに関し

ては、ストレス反応に伴う過覚醒状態を反

映していることが考えられた(Takubo et 

al., 2021)。MIBSで測定される子どもへの

愛着に関しては、現在のところ顕著な変化

は認められなかった。 

2021年には自傷念慮に関する平均得点が

上昇しており、コロナ禍が長期化すること

で、妊産婦の自傷念慮が高まっている可能

性が考えられた。自傷念慮は、将来の自殺

念慮や自殺未遂などを予測するという報告

がある(Ribeiro, 2016)。日本においては妊

産婦の自殺率が効率である現状を鑑みると、

妊産婦の自殺率がより増悪する危険性があ

り、重点的な対策が必要であると考えられ

た。先行研究では地域包括的ケアシステム
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が自殺予防に効果があると報告(Tachibana,

 2020)されている。 

 

Ｅ．結論 

 コロナ禍において、産後の不安や自傷念

慮が高まっている可能性が示唆された。周

産期の不安や自傷念慮をより早期に発見し、

適切に介入していくためには、よりアクセ

シビリティに配慮した支援サービスの構築

が必要である。 

 

 

②周産期関連機関の地域資源情報ウェブサ

イトの作成 

 

Ａ．研究目的 

妊産婦のメンタルヘルスに対応していくため

には精神科のみでなく、産婦人科や小児科と

いった他の診療科との協力、さらには地域の

行政との連携も含めた多職種での関わりが必

要不可欠である(立花ら，2020)。具体的には、

ユニバーサルスクリーニングとしての機能を持

つ保健所や助産院から、実際に精神疾患の

治療にあたる地域の医療機関、薬剤が妊娠に

与える影響についてのコンサルテーションなど

高度の専門性が必要とされる相談窓口まで、

対応機関は多岐にわたる。自分自身で相談先

を探す際には近隣の相談機関をインターネッ

トで検索したり、自治体のホームページから情

報を得ようとしたりすることなどが想定されるが、

それらの関係機関がどのような内容の相談に

対応することが可能なのかを具体的に明示し

ていないことが多い。さらには、周産期メンタル

ヘルスの問題が複合的な要因に起因している

ために、自らその問題を整理して、適切な相談

窓口にアクセスすることは決して容易ではない。

そのため、本研究で行われている「ICTを用い

た地域資源情報ウェブサイトの作成」の一環と

して、周産期に関連する地域の機関情報を整

理し収載することとした。 

 

Ｂ．研究方法 

まず、本研究の拠点である横浜市鶴見区に

おける周産期関連の相談機関をリスト化し、相

談機関名、電話番号、対応時間、相談形態、

対象者、相談できる内容等について調査した。

その上で、情報掲載に向けて、各相談機関に

封書で掲載許可を依頼し、相談可能な内容に

ついての加筆修正を求めた。 

 

Ｃ．研究結果 

24機関へ収載依頼を行った。内訳と掲載承

諾に関する結果は、①精神科・心療内科を標

榜する医療機関およびカウンセリングルーム：

12機関中、同意が9機関、②区の母子保健事

業相談窓口：2機関中、同意が2機関、③県や

市管轄の相談窓口：6機関中、同意が4機関、

④助産院：2機関中、同意が2機関、⑤周産期

の薬に関する相談専門：2機関中、同意が2機

関であった。掲載許可が得られなかった理由

としては、「事業内容が該当しない」ことや、「事

業自体の見直しを進めているため掲載を辞退

したい」などであった。 

掲載許可が得られた相談機関の情報は「M

EICISメンタル相談室」のHPにて公開してい

る（http://sodan.meicis.jp/）。 

 

Ｄ．考察 

情報掲載の依頼を行った多くの相談機関で

同意が得られた。本HPに横浜市鶴見区の周

産期の地域相談機関の情報を収載したことに

より、該当地域の周産期女性において、相談

機関の情報が詳細に得られるとともに、アクセ

シビリティを向上させると考えられる。 

今後の展開としては、横浜市鶴見区以外の

研究対象地域の情報掲載を目指す。 

 

Ｅ．結論 

地域資源情報ウェブサイトに周産期の関係

機関を追加し、相談機関の有用な情報を得ら

れるようになったことで、アクセシビリティを向上

させると考えられる。他の地域においても同様

の情報サイトは必要であり、今後一層の発展

が求められる。 

 

 

③周産期女性自身のセルフチェックとチャ

ットボットによるAI自動回答でニーズの絞

り込みをサポートするシステムの開発 
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Ａ．研究目的 

世界保健機構（WHO）によると、自分自

身の健康に責任を持ち、軽度な不調は自分

で手当てをすることを「セルフメディケー

ション」といい、周産期メンタルヘルス領

域においても汎用できる重要な概念といえ

る。周産期のメンタルヘルスの問題は複合

的な要因に起因することから、自らその問

題を自覚して適切な相談窓口にアクセスす

ることは容易ではない。実際に適切なサー

ビス窓口につながるためには、利用者が情

報を取捨選択する能力が必要となる。また

妊娠中や新生児がいること、精神症状がよ

り重症な場合などには適切な窓口が探せた

としてもそこまでに移動することが困難に

なることがある。特に新型コロナウイルス

感染症蔓延している現状ではよりそれが顕

著になっていることから、介入形態の多様

性が求められている。近年、AIチャットボ

ットを用いた簡易型認知行動療法の汎用可

能性が模索されており(大野，2020)、人工

知能により周産期の女性自身が自分の相談

内容を自身で整理して自覚することができ

れば、医療資源を有効に活用でき、かつ、

有用な相談窓口への早期相談を実現できる

可能性がある。そのため、セルフチェック

とチャットボットによるAI自動回答でニー

ズの絞り込みをサポートするシステムの開

発を試みた。 

 

Ｂ．研究方法 

I. EPDSによる抑うつ状態に関してのセ

ルフチェック、II. AIチャットボットによる

ニーズの絞り込みをサポートするシステム

の2つを主なコンテンツとしたHPをインタ

ーネット上に開設する。 

 

Ｃ．研究結果 

「パパとママの悩み事相談のためのペー

ジ」のHPを開設する。そのHP上で、IのE

PDSのカットオフ（9点）で区分することに

よって、インターネット上での簡便な方法

で、抑うつ状態である可能性について自覚

することができるようにした。IIのAIチャ

ットボットのページを開くと、「ご希望の

サポートはどれですか？」という問いが表

示され、「精神科医師の診察を受けたい」

「心理師の面接（カウンセリングを受けた

い）」「まず、自分の状態を知りたい」な

どの選択肢が提示され、それをクリックす

ると、さらに選択肢が提示されていき、最

終的には有用であると考えられる相談窓口

が提示されるシステムとなっており、EPD

Sのカットオフを上回っているかどうかも

含めて判別することを可能とした。 

 

Ｄ．考察 

臨床的エビデンスをもつEPDSのカット

オフ値をAI人工知能に導入することによっ

て、母親がセルフチェックおよびAI自動回

答で自身のニーズの絞り込みをサポートで

きる可能性が考えられた。 

本システムは現在のところ済生会横浜市

東部病院で出産した母親を対象として限定

公開しており、今後より広域にも汎用でき

るシステムの開発作りを目指していく。 

チャットボットで最終的に提示される相

談窓口の情報を、研究②の地域資源情報ウ

ェブサイトとリンクさせることで、さらな

る利便性の向上を図っていく。 

 

Ｅ．結論 

セルフメディケーションの概念をもとに、

周産期女性自身のセルフチェックとチャッ

トボットによるAI自動回答でニーズの絞り

込みをサポートするシステムの開発を試み

た。当システムはコロナ禍において特に、

早期相談・介入に有用である可能性があり、

より有用なシステムへの改善と汎用可能性

を模索していく。 

 

④妊娠中の女性のメンタルヘルスと表情認

知機能の関連 

 

Ａ．研究目的 

初産婦であることやパートナーのサポー

トの質などの様々な社会的要因が複雑に関

連して周産期メンタルヘルスに影響を及ぼ

すことが明らかになっているが、さらにそ

こに生物学的指標を取り入れることで、ス
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クリーニングの精度を向上させられると考

えた。子どものCommunication Cueの部分

は非言語的で、表情認知機能は母児関係の

構築において重要な役割を果たすとされて

いる。そのため、妊娠中の女性のメンタル

ヘルスと表情認知機能の関連を明らかにす

ることとした。 

 

Ｂ．研究方法 

済生会横浜市東部病院産婦人科で出産予

定の72名の妊婦を対象として、妊娠中期に

自記式評価尺度と表情認知機能検査を施行

し、重回帰分析によって統計解析を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

子どもの非親和表情への敏感さ（β: .36

5, p =0.001）と初産婦であること（β: -.

263, p =0.016）は、妊娠中の抑うつ傾向と

有意な関連が認められた。また、子どもの

非親和表情への敏感さ（β: .234, p =0.04

8）は、ボンディング不全と有意な関連が認

められた。一方、大人の表情を対象とした

表情認知機能および全般的社会認知機能は、

抑うつ傾向やボンディング不全と関連して

おらず、社会認知機能の中でも子どもの表

情の認知バイアスが、抑うつ傾向やボンデ

ィング不全に関連していることが示唆され

た。 

 

Ｄ．考察 

子どもの表情の認知バイアスを測定する

ことは、育児困難やメンタルヘルス不調を

抱える母親の早期発見に有用である可能性

が考えられた。 

 

Ｅ．結論 

周産期メンタルヘルスを予測する生物学

的指標として、子どもの表情の認知バイア

スは有用である可能性が示唆された。本研

究で得られた知見を②や③に導入し、周産

期メンタルヘルスのスクリーニングの精度

をより向上させていくことが今後の課題で

ある。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし。 
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   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名 地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施システム

開発についての研究                                   

３．研究者名  （所属部署・職名） 秋田県精神保健福祉センター・所長                             

    （氏名・フリガナ） 清水 徹男・シミズ テツオ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 ■（無の場合はその理由：東邦大学に委託するため        ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 ■（無の場合は委託先機関：東邦大学             ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ４ 年 3 月 31 日 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                               
                              機関名  東 邦 大 学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学 長 
                                                                                      
                              氏 名  高 松  研         
 

   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名 地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施システム

開発についての研究                                   

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部精神神経医学講座・客員講師                                 

    （氏名・フリガナ） 田中 邦明・タナカ クニアキ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東邦大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ４ 年 3 月 31 日 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                               
                              機関名  東 邦 大 学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学 長 
                                                                                      
                              氏 名  高 松  研         
 

   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名 地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施システム

開発についての研究                                   

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部精神神経医学講座・講師                          

    （氏名・フリガナ） 辻野 尚久・ツジノ ナオヒサ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東邦大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年４月１５日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                                  国立研究開発法人 
                              機関名 国立精神・神経医療研究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 中込 和幸         
 

   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施シス  

テム開発についての研究                              

３．研究者名  （所属部署・職名） 精神保健研究所 ・ 地域・司法精神医療研究部長         

    （氏名・フリガナ） 藤井 千代  ・ フジイ チヨ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


